　　　　興味がわいたら対応の解説部分もご覧ください。
ベネッセコーポレーション執行役員国政貴美子氏（キャリアの軌跡）

	2007/06/18, 日本経済新聞　夕刊, 15ページ, 有, 1412文字


来る仕事拒まず、やってみる
　来た仕事を断ったことはない。「できるかどうかはやってみないとわからない。やる前に理屈をこねるのはおかしな話」とさらりと話す姿が頼もしい。ベネッセコーポレーションの女性社員の先頭を走ってきた。同社で女性初の取締役（後に執行役員）になったのが二〇〇〇年。現在は社内の新人事制度をつくる人財部長を兼務して組織を率いる。
　通信教育講座の「進研ゼミ」を担当した新人時代の成功体験が仕事の原点だ。入社二カ月でパート社員十人をまとめるリーダー役を任せられた。答案を添削する「赤ペン先生」が足りずどうしても増やしたい。しかし、年上で経験豊富なパート社員たちは「質が落ちる」と反対の大合唱。「それでもやるしかないんです。では、しっかりした採用基準を作りましょう」などと粘り強く話し合うと、パート社員も協力的に。「心を開いて話せば、一致点は見つかる。仕事の面白さに目覚めた」
　入社したてのころ、朝一番に出社して全員の机をふき、鉛筆を削った。理由は明快だ。「当時の私にできることは、それしかなかった」。誠実さを貫くから仲間も増える。高校の通信教育の責任者になった一九九五年には、高校一年生の英語、数学、国語の教材をすべて解いた。「教材の編集にかかわったのは初めてで不安だらけ。何もわからないのなら、まず自分で解くしかないと思った」。生徒の立場で見つけた疑問点を編集担当者にぶつけることから、教材の改革を進めていった。
　そのころ、手痛い失敗も経験した。教材の改革を急ピッチで断行したおかげで、印刷ミスが多発したのだ。余分な経費がかかり「もうダメだ、辞めなければならない」と思い詰めた。しかし半年後、意外にもその通信教育の継続率はアップし、改革の目的は達成。「やろうとしたことは間違っていなかった、と救われた。反省点はたくさんあったけれど」。前向きに努力する大切さを今は笑って話せる。
　部下にとっては怖い上司だ。部下から出た企画案への返答はすぐに戻したいから、自宅に持ち帰り、徹夜でチェックしたことも。徹底的にコミュニケーションを取るから、後輩からも慕われる。「女性社員の心のよりどころ」というのが社内の評だ。
　〇二年から約四年間は介護事業の責任者を務めた。お年寄りの生の声に接して、人生について考えさせられたという。「成果だけで社員を判断してはいけない」と今は思う。今年四月から取り組む人事制度の改革では、その経験を生かすつもりだ。「社員のみんなが生き生きと働ける組織にしたい」と意気込む。
ほっと一息
　子どものころから大の動物好きだった。捨て犬や捨て猫を見つけると、放っておけない。「勝手に家に持ち帰り、ミルクをあげて生き返らせようとしていた」と苦笑する。おかげで山口県の家に犬や猫が三匹いた時期もあったし、リスも飼った。「人間でも動物でも、悲しそうな顔を見るのが嫌い。幸せな顔にしたくなる」。今でも、ネコを見つけると餌を与えたくなる。
　母親と二人で住む都内の自宅では、七年前から犬を飼っている。休日の楽しみは犬との散歩。旅行に出かけても、水族館や動物園によく行くという。心を洗うひとときになるようで、「特にサルを見るのが好き。動物を見ていると、無心になれる」。
くにまさ・きみこ　山口県出身。１９８２年早大卒、福武書店（現ベネッセコーポレーション）入社。２０００年取締役、０近畿産業信組、普通銀行転換を表明、来年度にも申請。

	2007/06/19, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, 　, 239文字


　在日韓国人系の近畿産業信用組合（大阪市、八田富夫理事長）は十八日、普通銀行への転換を目指す方針を正式に表明した。内部管理体制などを整え、来年度にも金融庁に申請したい考え。ただ、金融庁から二〇〇四年に業務改善命令を受けて現在も実施状況の報告を義務付けられており、申請までにはさらに時間がかかる可能性もある。
　普銀転換の是非を問うため、近畿産業信組は組合員や取引先企業などを対象にアンケートを実施。現在までに約十八万通の回答を得て、そのうち七割程度が転換方針に賛同しているという。
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０　ウォーミングアップ

オシム
オシム
サッカー日本代表特集――オシムジャパン（２）コーチこそ海外修業。

	2007/02/23, 日本経済新聞　朝刊, 39ページ, 有, 3594文字


同じ空気吸い「共犯者」に
　サッカー日本代表のオシム監督は六十五歳の今も研究熱心で知られる。「自宅のテレビはつけっぱなしで内外の試合が流れている」とは関係者の弁。夫人に誘われ、京都観光に出かけたとき、自分はホテルの部屋に残り、サッカーの試合を見ていたというからほとんどオタクだ。「サッカーに『分かった』ということはない」と言い切る監督は、周りにも常に何かを吸収し続けることを求める。（題字は武田双雲）
　何かに気づく対象として、最先端を行く欧州サッカーは絶対に外せない。欧州チャンピオンズリーグ（ＣＬ）がある日は大抵徹夜になる。二十日、二十一日に行われたチャンピオンズリーグ１６強の対決もついつい見入ってしまった。
　「一番退屈だったのはローマ―リヨンの試合。お互いに負けないことを前提に戦っていた。良かったのはアーセナル。チェルシーはいつものチェルシーだったね」
　気になる中村俊輔がいるセルティックはどうだったのだろうか。ホームにＡＣミランを迎えて０―０の引き分け。
　「中村はミランに所属していた方がよほど楽だったと思う。中村のようにスキルがあって、さらに走れもする選手がミランには大勢いる。そういう選手と一緒なら中村の能力はもっと発揮されたはずだ」
能力が突出
中村は孤立
　「残念ながらセルティックに中村と同等のクオリティーを持つ選手はいない。自分が自分とコンビネーションを取るわけにはいかないから、ある意味で中村は孤立しているともいえる。中村に見合う選手がもう一人いれば、そこにリスクを冒して攻めて出る価値もあるし、よりチャンスもつくれただろうに」
　セルティックに限らずホームゲームでありながら、戦いに硬さが目立つチームが多かった。セルティックはＣＬでは失礼ながら穴候補であり、ミランが相手ならもっと果敢にぶつかっても良かったはず。あるいは、ＣＬのアウエーゴールを２倍に計算するルールが、ホームチームを臆病にしてしまっているのか。
　「このルール、導入当初は意味があった。アウエーに乗り込むチームを積極的にする点で。しかし、もう形骸化しているといっていい。アウエー側の勇敢さを引き出すより、今ではホームチームへのプレッシャーとしてマイナス方向に作用しているからだ」
　「ホームで失点したら取り返しがつかないという強迫観念が、監督に失点はしたくないという戦術を採らせる。昔はアウエーの側だけが塹壕（ざんごう）にこもって試合をしたのに、今では両方が、あるいはホームの側が塹壕にこもって出てこなかったりする」
　やむを得ない事情があるのは分かる。１次リーグと違って力の差は接近しているだけに、戦術的にスキのない締まった試合になる一方で、どうしても娯楽性は減る。
　特にホームアンドアウエーの２回戦制は最初の戦い方が難しい。致命傷を負って折り返したくないことも腰が引ける原因だろう。初戦をつたない試合で１―２で落としたバルセロナが、開き直ってアウエーではリバプールに怒とうの攻めを見せる可能性はある。
　それでも、オシム監督は、現在のＣＬが何か違った方向へ向かっているような気がしてならないという。
　「本当のスペクタクルとは何なのか。飛行機が空から落としたボールをキックオフすることなのか。ハーフタイムで美人歌手が歌うことなのか。それともリスクを冒したサッカーで良い試合を見せることなのか」
　「絶対に負けられないとマスコミがあおり、それにサポーターが乗せられてプレッシャーを感じた監督や選手は本来やるべきことを忘れていく。さまざまなプレッシャーに縛られた選手たちは闘技場のグラディエーター（剣闘士）さながら。救いは負けても死人にならないことだ」
　そのプレッシャーは実力があり、人気があるクラブほど大きい。サッカーのスペクタクルを満天下に知らしめる立場にあるはずのクラブほど、慎重な振る舞いを強いられる皮肉。
　「アウエー２倍のルールもそうだが、もっとサッカーが本来持っている自由さ、しなやかさを引き出すような制度設計をＣＬは考え直すような時期に来ていると思う」
　三月三日には、いよいよＪリーグが開幕する。ブラジルやアルゼンチンは代表を国外組でほとんど編成できるが、日本代表の母体は国内にあり、Ｊリーグが代表のレベルを決める状況にある。
国内組の活躍
後進にも影響
　ボーダーレス化が進んだ今日、サッカー強国で代表チームが主に国内組で編成される国はそう多くない。代表監督にとってそのメリット、デメリットはどんなものか。
　「国外でレギュラーとして活躍する選手が１４、１５人いて、彼らでチームをつくれるとなったら、いちいち選手を選んだ理由を聞かれることはなく、戦力もある程度の計算は立つだろう」
　「代表の基礎が国内組にある良さは、選ばれた選手が責任を果たすことで国内サッカーが活性化する点だ。次に出てくる選手も手本が身近にあれば、励みにしやすい。国内で活躍し、代表に選ばれ、認められて海外でも成功する。このサイクルがきちっと確立されるとなおいい」
　そうしたサイクルをつくり上げるには、Ｊリーグのレベルをもっと高くしていく必要がある。もちろん、Ｊリーグだけが問題なのではない。問われるのは監督や選手、審判や協会、クラブ関係者、メディア、サポーターも含めた集合体としての日本サッカーのレベル。
　コーチの技量を上げる策についてオシム監督には腹案がある。というより、残念でならない。日本のコーチは選手のようには流通経路に乗らず、外国で場数を踏む機会がほとんどない。その現状を何とかしたいと思っているのである。
　「例えば、Ｊリーグには過去、素晴らしい監督がいた。名古屋のベンゲルは今、アーセナルを率い、カルロス・ケイロスはマンチェスター・ユナイテッド（ともにイングランド）にいる。鹿島にはクラブ・ワールドカップ（Ｗ杯）を制したアウトゥオリがいた。ツテはあるのだから無給、いやカネを払ってもいいからチームの端っこに置いてくれと、なぜ頼みにいかないのだろうか」
　「ベンゲルやアウトゥオリは日本人のアシスタントコーチを必要としないだろうが、名古屋や鹿島経由の話なら実現するかもしれない。宮本や三都主が移籍したザルツブルク（オーストリア）にも、コーチをセットで送り込めなかったのか。名将トラパットーニの弟子となれば、学ぶことはいくらでもあるのに」
　かつて、４年に一度のＷ杯が新しい戦術や新星のショーケースだった時代がある。それが今は、テレビやネットなどのメディアを経由して情報は一瞬にして世界を駆け巡る。新しい選手も戦術も、あっという間に伝播（でんぱ）して丸裸にされる。それで「日本にいても新しい練習方法はすぐに分かる」というコーチもいる。
日本サッカー
「本物」の証し
　オシム監督は、欧州やブラジルのクラブで実地に学んでほしいことは、そんなメソッドのたぐいの話ではないという。
　「練習方法は練習場の金網越しでも見ていれば分かること。何が大事なのか。それはスタッフルームや選手のロッカールームに入り込み、試合ではベンチに座って彼らと同じ空気を吸い、『共犯者』になることだ。それは書物を読んだり、映像を見ているだけでは分からないこと」
　学ぶべきは一流の監督と呼ばれる人々の哲学であり、戦いに備える準備の仕方であり、生き方そのもの、なのだろう。
　「なぜ、このタイミングでこの練習をするのか。勝ったとき、負けたときで選手にどんな声をロッカールームで掛けるのか。選手に何を言うべきで、何を言わないでおくべきなのか。さまざまなプレッシャーやストレスとどう闘い、消化しているのか。私が代表の練習がある度に大勢のコーチを集めるのも、私から何かを感じてほしいからだ」
　サッカーとは、まか不思議な競技で大金で選手をかき集め、名監督を据えても勝てるとは限らない。名古屋にいた当時のカルロス・ケイロスも名声ほどの戦果はあげられなかった。名将の下で研さんを積んでも優秀なコーチになる保証はない。
　「しかし、そうした小さなステップを積み上げていくことが、後でまとまって形になることもある。たとえ大きな変化でなくても、起こった変化はあらゆる領域に広がっていくだろう。外に教えを請う人間が現れたら、国内のコーチたちも大きな刺激を受けるはず」
　講道館で日本人に柔道を教える外国人のコーチ……。ありえる？
　「日本は監督の輸出国を目指すべきだし、選手より、監督に海外組が現れる方がよほど私はうれしい。日本サッカーが本物になった証しにもなる」（武智幸徳）
　　　原則、毎月第４金曜日に掲載します
▼日経ネットＰＬＵＳ（ｈｔｔｐｓ：／／ｎｅｔｐｌｕｓ．ｎｉｋｋｅｉ．ｃｏ．ｊｐ／）にも近く記事を掲載します。連載へのご意見もこちらから。
サッカー日本代表特集――オシムが起用した選手、フル出場は川口だけ（データは語る）

	2007/02/23, 日本経済新聞　朝刊, 39ページ, 有, 355文字


　オシム監督になって二〇〇六年中は全部で７試合を戦った。ピッチに立った選手は３０人。そのうち、八月九日のトリニダード・トバゴ戦から十一月十五日のサウジアラビア戦までフル出場したのはＧＫ川口だけだ。
　ＤＦとＭＦは流動的に使われることが多く、ポジション別といいながら区別は難しい。むしろピッチを縦に分割した方が分かりやすい。左サイドは三都主、駒野が重用され、右サイドは先発すると必ずフル出場の加地が足場を固めつつある。
　中央は鈴木、阿部、闘莉王、今野らが相手に応じて守備ブロックを形成し、攻撃の差配は遠藤と中村憲。ＦＷでは巻が重用され、出場時間が短い割に３得点の我那覇の決定力が目を引く。
　フィールドプレーヤーで２番目に長い出場時間を誇る三都主の海外移籍で、左サイドに空白ができた。ほかの選手には大きなチャンスだ。
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　在日韓国人系の近畿産業信用組合（大阪市、八田富夫理事長）は十八日、普通銀行への転換を目指す方針を正式に表明した。内部管理体制などを整え、来年度にも金融庁に申請したい考え。ただ、金融庁から二〇〇四年に業務改善命令を受けて現在も実施状況の報告を義務付けられており、申請までにはさらに時間がかかる可能性もある。
　普銀転換の是非を問うため、近畿産業信組は組合員や取引先企業などを対象にアンケートを実施。現在までに約十八万通の回答を得て、そのうち七割程度が転換方針に賛同しているという。

教育問題
腎移植問題
００　トピックス

女性の活用
今後２０年，女性の社会的地位は格段に向上し，生活スタイルも大きく変化していくでしょう．男性が作ってきた慣行も劇的に変化することでしょう．女性が信じられないようなチャンスを頻繁に経験するようになるということでもあります．

北海道にもこんな人がいる。

ハイアットリージェンシー箱根リゾート＆スパ総支配人野口弘子氏（キャリアの軌跡）

	2007/06/04, 日本経済新聞　夕刊, 11ページ, 有, 1363文字


閉鎖に立ち会い経営学ぶ
　北海道洞爺湖サミットが来年開かれる「ザ・ウィンザーホテル洞爺」。かつてこのホテルの幕引きに立ち会った。マーケティング次長として経営再建の道半ばだった一九九七年、メーンバンクが破綻したのだ。
　ホテルは閉鎖。翌年三月、最後の客を見送った。明かりを消したロビーに立ったとき「これほど寂しいことはないと思った」。残務処理に一年を費やし、ホテルの最後をつぶさに目撃したことが、経営を肌で知る契機となった。
　英語好きだからこそ日本語をきちんと知りたいと、日本文学を専攻。数年間、教壇に立ったのちにオーストラリアへ飛び立ち、免税店チェーンで日本人客向けマーケティングを担当した。
　「一緒に働いてほしい」。ホテルとの縁は故郷長崎のハウステンボスから。「長崎で働くことはないだろう」と思っていたが、建築現場を見学して規模の大きさに驚いた。第一線の建築家やプロデューサーらが集結する一大プロジェクトに「グローバルな仕事ができそう」と転職を決めた。
　ホテル内の一ショップの担当からスタート。仕事第一で泊まり込みも平気という熱血ぶりを見込まれ、どんどん大きな仕事を任されるように。五つのホテルのマーケティングを一手に引き受けた。
　教えられたわけでもないのに若いころから「物事を広く見る」のが習い。与えられた仕事をきっちりやることは、ある程度の人ならできる。一歩抜け出したいなら、会社の売り上げの数字、他社の動き、業界情勢を自分なりに分析してみる。目の前の仕事の位置づけが見え、仕事ぶりが変わるはずだという。
　長崎から助っ人としてはせ参じた北海道・洞爺での再建経験を経てコンサルタント業に転じ、その後、パークハイアット東京へ。「多少は背伸びして、時にはジャンプもして力量以上に頑張ってみる」。そんな仕事ぶりから「やっと落ち着いたかな」と思うころに次のキャリアアップの声がかかるのが常だ。
　外資の高級ホテルチェーンで初の日本人女性の総支配人。折しも都内では「二〇〇七年戦争」と呼ばれる高級ホテルの開業ラッシュ。「少し離れて箱根にいいホテルがあるぞ、と思わせたい」。早くも今年五月の第一週に宿泊売り上げの数値が全世界のハイアットで一位を記録した。
　「お客様への責任、オーナーへの責任、従業員への責任。三つを果たすのは難しい」と胸の内を明かす。だが根は楽観的でおしゃべり好き。「私はホテルのムードメーカー。元気でいなくちゃ」と、箱根の新緑に映える笑顔を見せた。
ほっと一息
　米俳優ジョニー・デップのファン。だが映画鑑賞の時間はなさそう。「リブイン」という住み込みの勤務形態をとる。「総支配人は三百六十五日、ホテルを守るもの」。緊張感から夜中でもすぐ目が覚める。
　読書好きは母譲り。「日だまりで文庫本を読めれば幸せ」という。その母を亡くしたのは、洞爺のホテルを閉めた直後。長崎へ看病に帰ることもままならない忙しさのさなかだった。
　仕事優先を貫き独身。三十代前半のころ占師に「五十二歳で結婚する」と言われ「まさかそんなに遅く」と思っていた。今は「もういい」と思う一方、「もしかして」と半分楽しみだ。
のぐち・ひろこ　法政大学卒。ハウステンボス開業やザ・ウィンザーホテル洞爺再建に参画。パークハイアット東京を経て２００６年８月から現職。４５歳。

北国銀の定期、募集枠大きく上回る。

	2007/06/05, 日経金融新聞, 11ページ, 有, 397文字


　【金沢】石川県の子育て支援策に一部を寄付する北国銀行の定期預金（五年物）と投資信託が当初の募集枠を大きく上回る人気を集めたことが明らかになった。定期預金は当初の募集枠五十億円に対して百十億一千九百万円で、投信の残高は約一億円となった。
　募集は五月三十一日で締め切った。定期預金は金利が〇・九五％と店頭表示金利より〇・三―〇・四％上乗せしたことが人気を呼んだ大きな要因とみられる。
　北国銀は今後五年間にわたり預金残高の〇・〇五％と、投信残高の〇・一％を毎年、子育て支援事業を手がける県の外郭団体が事務局を務める「子育てにやさしい企業推進協議会」に寄付する。寄付に関して「顧客の負担はない」と同行は説明している。
　中途解約が無ければ定期から約五百五十万円、投信から約十万円が毎年寄付され、寄付額は計二千八百万円の見通しだ。

団塊世代（シニア）と金融

外資参入

外国銀の日本拠点、海外送金最高に―昨年度末、２２兆円、円借り取引増加。

	2007/06/01, 日本経済新聞　朝刊, 1ページ, 　, 461文字


　日本に拠点を持つ外国銀行が国内から海外に融通した資金は二〇〇七年三月末時点で二十一兆九千二百億円に達し、年度末で過去最高になった。金利が低い日本の市場でお金を調達し、海外で運用する「円借り（キャリー）取引」が増えたためだ。日銀は「為替相場を大きく変動させる要因になりかねない」と注視している。
　日銀が外国銀行の日本支店六十四行の取引をまとめた。海外に送った資金は前の年度末に比べて三割増え、二年連続で増加した。日本で調達した円はドルやユーロなどに替えて海外に送金するため、円借り取引は円売り、ドル・ユーロ買いを伴い、円安要因になる。資金は海外市場で、利回りが高い金融商品への投資などに充てているとみられる。
　背景には日本と欧米諸国の金利差が広がったことがある。日本の政策金利は、足元で三―五％ほど欧米より低い。
　こうした金利差に着目した円借り取引の規模は一日に「数十兆円」（財務省幹部）、個人の取引も含めると「四十兆円」（米系銀行）との推測がある。外国銀行による海外送金の増加は、拡大する円借り取引の実態を示したものだ。

郵政民営化

イスラム金融

１　制度（ルール）と外部環境

１．１　景気などの外部環境

道内人口４４１万人　2035年推計　２割減、６５歳以上は３７％（05/30 06:42）

　厚生労働省は二十九日、二○三五年までの都道府県別将来人口推計を発表した。少子高齢化の急激な進展により、同年には○五年の７８・４％の四百四十一万人に減少する北海道を含め、十九道県で人口が二割以上減る。その一方、総人口に占める東京都の人口の割合は、○五年の９・８％から三五年には１１・５％に上昇。首都圏への一極集中が進み、地域格差が一層広がると予測している。 

　道内の合計特殊出生率（一人の女性が生涯に産む子供数の推定値）は、二○○○－○五年の一・二○から三○－三五年には一・一四に低下する。これは東京の○・九九に次ぐ低さ。 

　推計した国立社会保障・人口問題研究所は道内の人口減について「ほかの地方都市に比べ低い出生率が減少に拍車をかけている」とみている。 

　推計は、同研究所が約五年ごとに実施。昨年十二月に公表した全国の将来推計人口を基に、三五年まで五年ごとの各都道府県の人口の推移を予測した。少子化の進行などに伴い、○二年公表の前回推計よりも減少ペースが速まった。 

　それによると、全国の人口は○五年現在で約一億二千八百万人だが、三五年には約一億千百万人となる。二〇○○年から○五年にかけて三十二道県で減少、東京は二○年以降減り始め、沖縄が減少に転じる二五年以降は全都道府県で減少する。 

　道内は、二五年には人口が五百万人台を割り込み約四百九十四万人に。その後の十年でさらに五十二万人ほど減る。 

　○五年の人口を１００とすると、三五年は沖縄（１０４・４）と東京（１００・９）だけが増加。一方、減少率が大きいのは秋田（６８・３）、和歌山（７１・２）、青森（７３・１）の順。北海道は７８・４で減少率が大きい方から十四番目だった。 

　一方、六十五歳以上の老年人口比率は全都道府県で増加。３０％を超える都道府県は現在は一つもないが、二○年には三十一道県となり、三五年には愛知、滋賀、沖縄を除く四十四都道府県で超える。 

　全国平均３３・７％となる三五年時点で最高は秋田の４１・０％、最低は沖縄の２７・７％。北海道は○五年の約一・七倍の３７・４％。三十九道県で七十五歳以上が二割を超える、としている。 

　十四歳までの年少人口は減少を続け、三五年時点で二十七都道府県で一割以下になる。最高は沖縄の１３・３％、最低は東京の８・０％。北海道は最低から二番目の８・２％だった。 

ベネッセコーポレーション執行役員国政貴美子氏（キャリアの軌跡）

	2007/06/18, 日本経済新聞　夕刊, 15ページ, 有, 1412文字


来る仕事拒まず、やってみる
　来た仕事を断ったことはない。「できるかどうかはやってみないとわからない。やる前に理屈をこねるのはおかしな話」とさらりと話す姿が頼もしい。ベネッセコーポレーションの女性社員の先頭を走ってきた。同社で女性初の取締役（後に執行役員）になったのが二〇〇〇年。現在は社内の新人事制度をつくる人財部長を兼務して組織を率いる。
　通信教育講座の「進研ゼミ」を担当した新人時代の成功体験が仕事の原点だ。入社二カ月でパート社員十人をまとめるリーダー役を任せられた。答案を添削する「赤ペン先生」が足りずどうしても増やしたい。しかし、年上で経験豊富なパート社員たちは「質が落ちる」と反対の大合唱。「それでもやるしかないんです。では、しっかりした採用基準を作りましょう」などと粘り強く話し合うと、パート社員も協力的に。「心を開いて話せば、一致点は見つかる。仕事の面白さに目覚めた」
　入社したてのころ、朝一番に出社して全員の机をふき、鉛筆を削った。理由は明快だ。「当時の私にできることは、それしかなかった」。誠実さを貫くから仲間も増える。高校の通信教育の責任者になった一九九五年には、高校一年生の英語、数学、国語の教材をすべて解いた。「教材の編集にかかわったのは初めてで不安だらけ。何もわからないのなら、まず自分で解くしかないと思った」。生徒の立場で見つけた疑問点を編集担当者にぶつけることから、教材の改革を進めていった。
　そのころ、手痛い失敗も経験した。教材の改革を急ピッチで断行したおかげで、印刷ミスが多発したのだ。余分な経費がかかり「もうダメだ、辞めなければならない」と思い詰めた。しかし半年後、意外にもその通信教育の継続率はアップし、改革の目的は達成。「やろうとしたことは間違っていなかった、と救われた。反省点はたくさんあったけれど」。前向きに努力する大切さを今は笑って話せる。
　部下にとっては怖い上司だ。部下から出た企画案への返答はすぐに戻したいから、自宅に持ち帰り、徹夜でチェックしたことも。徹底的にコミュニケーションを取るから、後輩からも慕われる。「女性社員の心のよりどころ」というのが社内の評だ。
　〇二年から約四年間は介護事業の責任者を務めた。お年寄りの生の声に接して、人生について考えさせられたという。「成果だけで社員を判断してはいけない」と今は思う。今年四月から取り組む人事制度の改革では、その経験を生かすつもりだ。「社員のみんなが生き生きと働ける組織にしたい」と意気込む。
ほっと一息
　子どものころから大の動物好きだった。捨て犬や捨て猫を見つけると、放っておけない。「勝手に家に持ち帰り、ミルクをあげて生き返らせようとしていた」と苦笑する。おかげで山口県の家に犬や猫が三匹いた時期もあったし、リスも飼った。「人間でも動物でも、悲しそうな顔を見るのが嫌い。幸せな顔にしたくなる」。今でも、ネコを見つけると餌を与えたくなる。
　母親と二人で住む都内の自宅では、七年前から犬を飼っている。休日の楽しみは犬との散歩。旅行に出かけても、水族館や動物園によく行くという。心を洗うひとときになるようで、「特にサルを見るのが好き。動物を見ていると、無心になれる」。
くにまさ・きみこ　山口県出身。１９８２年早大卒、福武書店（現ベネッセコーポレーション）入社。２０００年取締役、０２年ベネッセケア社長。０６年より現職。４７歳。

ワーキングウーマン――ちょっと待った、その一言！、女性のやる気そぐ恐れ（生活）

	2007/06/18, 日本経済新聞　夕刊, 15ページ, 有, 1913文字


高まる活用機運、意識変革に遅れ
　「女性社員を育てろ」。少子化時代を迎え、企業は女性活用にかじを切った。ところが男性中心に回ってきた職場は急には変われない。どう接していいかわからない男性管理職が過剰反応したり、よかれと思って発した一言が女性の心を傷つけたりする例も目立つ。女性社員のやる気をそぐ一言、態度を――。
　本音がぽろり型　一昔前までは新入社員を前に「また女が来ちゃったよ」と言い放ったり、産休を申請する女性に「忙しいのに困るんだよな」と嫌みを言ったりする管理職もいた。さすがにこうした即座にレッドカード型の発言は減っている。代わって目立つのが日ごろ隠している本音が思わず出てしまう例だ。
　金融機関に勤める女性は、顧客の前で上司にいきなり「女性ですみません」と言われた。「彼女は（子どもを）産んだばかりで、まだ何も仕事してないんですよ」と言われた同僚もいる。「顧客に気を使うあまり思わず言ってしまったんでしょうが、本当に傷つきました」と打ち明ける。
　「男性に『男なんだからはいつくばってでもやれ』とか『男が育児休業をとるなんて』と言っているのを聞くと古い職場だとやる気をなくす」の声も。女性相手には気を配っても男性だと気がゆるむ。「女性にしては」「かわいい割に」なども要注意だ。
　アルコールが入ると危ないセクハラ発言が出ることもある。宴席で「○○ちゃんいい胸してるね」と言われた女性は「職場でもそんな目で見ていたのかと気持ち悪くて信頼が一気に崩れた」と言う。
　甘やかし型　職場事情に詳しいハナマルキャリアコンサルタントの上田晶美さんが指摘するのは根強い「女の子」意識。今の職場は就職氷河期の影響で中堅女性が少なく、男性管理職と若手女性の組み合わせが多い。親心を発揮して「女の子はもう帰りなさい」「おれが行くから○○ちゃんはいいよ」といった発言も出がちだ。
　だが「やる気のある女性にとっては一人前に見られていない脱力感につながるし、それでいいんだと思う甘えの体質を生んでは女性は育たない」（上田さん）。
　コミュニケーション不足型　東京労働局雇用均等室の金崎幸子室長と臨床心理士の康井千恵子相談員が口をそろえるのはコミュニケーション不足だ。均等室には女性から多様な相談が持ち込まれる。企業を呼んで事情を聴くと出てくるのが「よかれと思ってやったのに」という言葉。
　たとえば子育て中の女性社員に「無理しなくていいよ」と言ったとする。上司は相手を気遣っているつもりが、日ごろ話したこともない相手だと「私は期待されていない」と感じることもある。「最近の職場は会話が少なく気持ちの行き違いが目立つ」（康井さん）
　育成するのは総合職女性だけと勘違いし、一般職女性を“無視”する向きもある。せっかく意欲を燃やしていても「どうせ私は」となる。逆に何かにつけて先輩のスーパーウーマンを持ち出し「君も頑張れ」と言われると、「私はあそこまでやれない」となる。互いに思っていることをいえる環境づくりが大切だ。
　腫れ物にさわる型　「最近よく相談されるのは上司から何も言ってもらえないという悩み」と話すのは日本産業カウンセリングセンターの野原蓉子理事長だ。下手なことを言ってトラブルになってはと考えるあまり、男性には厳しく注意するシーンでも女性には何も言わない。
　面談の時も男性部下には懇切なアドバイスをするのに女性には通り一遍の話だけ。本人は差別されていると感じる。金融機関の女性活用の担当者は「せっかく昇格したのに上司が皆の前できちんと言ってくれなかったと相談があった」と話す。周囲の女性の反応を気にするあまり正当に評価しなかった例だ。
　最近はセクハラと思われるのを警戒し女性を食事に誘わない傾向も出ている。「新しい上司は君と二人でいると何か言われるからと声をかけてくれない。男性部下とはしげしげ出かけ、私だけ大事な人事情報を知らないことも。疎外感にさいなまれる」と話すのはメーカー勤務の女性だ。
　どう接すればいいのか。多くの女性が口にするのは「普通に」ということ。男性も個性がある。女性だって色々な人がいる。男女問わず基本は信頼関係だ。「女は」と決めつけず男性と同じ部下として、しかるときはしかり褒めるときはほめる。「甘やかさず、さげすまず、平等に」（上田さん）。もちろん、女性側も職場の一員として自覚が必要だ。

ワーキングウーマン――ちょっと待った、その一言！、女性のやる気そぐ恐れ（生活）

	2007/06/18, 日本経済新聞　夕刊, 15ページ, 有, 1913文字


高まる活用機運、意識変革に遅れ
　「女性社員を育てろ」。少子化時代を迎え、企業は女性活用にかじを切った。ところが男性中心に回ってきた職場は急には変われない。どう接していいかわからない男性管理職が過剰反応したり、よかれと思って発した一言が女性の心を傷つけたりする例も目立つ。女性社員のやる気をそぐ一言、態度を――。
　本音がぽろり型　一昔前までは新入社員を前に「また女が来ちゃったよ」と言い放ったり、産休を申請する女性に「忙しいのに困るんだよな」と嫌みを言ったりする管理職もいた。さすがにこうした即座にレッドカード型の発言は減っている。代わって目立つのが日ごろ隠している本音が思わず出てしまう例だ。
　金融機関に勤める女性は、顧客の前で上司にいきなり「女性ですみません」と言われた。「彼女は（子どもを）産んだばかりで、まだ何も仕事してないんですよ」と言われた同僚もいる。「顧客に気を使うあまり思わず言ってしまったんでしょうが、本当に傷つきました」と打ち明ける。
　「男性に『男なんだからはいつくばってでもやれ』とか『男が育児休業をとるなんて』と言っているのを聞くと古い職場だとやる気をなくす」の声も。女性相手には気を配っても男性だと気がゆるむ。「女性にしては」「かわいい割に」なども要注意だ。
　アルコールが入ると危ないセクハラ発言が出ることもある。宴席で「○○ちゃんいい胸してるね」と言われた女性は「職場でもそんな目で見ていたのかと気持ち悪くて信頼が一気に崩れた」と言う。
　甘やかし型　職場事情に詳しいハナマルキャリアコンサルタントの上田晶美さんが指摘するのは根強い「女の子」意識。今の職場は就職氷河期の影響で中堅女性が少なく、男性管理職と若手女性の組み合わせが多い。親心を発揮して「女の子はもう帰りなさい」「おれが行くから○○ちゃんはいいよ」といった発言も出がちだ。
　だが「やる気のある女性にとっては一人前に見られていない脱力感につながるし、それでいいんだと思う甘えの体質を生んでは女性は育たない」（上田さん）。
　コミュニケーション不足型　東京労働局雇用均等室の金崎幸子室長と臨床心理士の康井千恵子相談員が口をそろえるのはコミュニケーション不足だ。均等室には女性から多様な相談が持ち込まれる。企業を呼んで事情を聴くと出てくるのが「よかれと思ってやったのに」という言葉。
　たとえば子育て中の女性社員に「無理しなくていいよ」と言ったとする。上司は相手を気遣っているつもりが、日ごろ話したこともない相手だと「私は期待されていない」と感じることもある。「最近の職場は会話が少なく気持ちの行き違いが目立つ」（康井さん）
　育成するのは総合職女性だけと勘違いし、一般職女性を“無視”する向きもある。せっかく意欲を燃やしていても「どうせ私は」となる。逆に何かにつけて先輩のスーパーウーマンを持ち出し「君も頑張れ」と言われると、「私はあそこまでやれない」となる。互いに思っていることをいえる環境づくりが大切だ。
　腫れ物にさわる型　「最近よく相談されるのは上司から何も言ってもらえないという悩み」と話すのは日本産業カウンセリングセンターの野原蓉子理事長だ。下手なことを言ってトラブルになってはと考えるあまり、男性には厳しく注意するシーンでも女性には何も言わない。
　面談の時も男性部下には懇切なアドバイスをするのに女性には通り一遍の話だけ。本人は差別されていると感じる。金融機関の女性活用の担当者は「せっかく昇格したのに上司が皆の前できちんと言ってくれなかったと相談があった」と話す。周囲の女性の反応を気にするあまり正当に評価しなかった例だ。
　最近はセクハラと思われるのを警戒し女性を食事に誘わない傾向も出ている。「新しい上司は君と二人でいると何か言われるからと声をかけてくれない。男性部下とはしげしげ出かけ、私だけ大事な人事情報を知らないことも。疎外感にさいなまれる」と話すのはメーカー勤務の女性だ。
　どう接すればいいのか。多くの女性が口にするのは「普通に」ということ。男性も個性がある。女性だって色々な人がいる。男女問わず基本は信頼関係だ。「女は」と決めつけず男性と同じ部下として、しかるときはしかり褒めるときはほめる。「甘やかさず、さげすまず、平等に」（上田さん）。もちろん、女性側も職場の一員として自覚が必要だ。

１．２　制度（ルール）
報告書
「地域経済の活性化を担う地元企業の役割」
添付資料　地域活性化の事例



(1) 地域資源の発掘と活用―新潟県「かんずり」の事例―

各地域には首都圏にはない独自の地域資源が散在している。それを発掘し、地域の名産品として売り出すことが地域活性化の一助となる。しかし、その周辺地域のみをターゲットとした販路開拓では、その市場規模の小ささから、波及効果は期待できないため、地域における繊維、食品等の生活関連製造業や一次産業を域外市場産業として強化発展させる視点が必要となる。ここでは、新潟県の「かんずり」を紹介する。

新潟県妙高市では古くから唐辛子を使った香辛料を手作りしている家庭があり、上杉謙信も兵糧食としていたといわれる。有限会社かんずり現社長の東條邦昭氏の父、邦次氏はさまざまな事業を行なっていたが、1960年にこれを「かんずり」として商品化し、新潟地域で販売を始めた。邦昭氏は、1965年に渡米した経験から、今後日本でも食事が欧米化すれば、この種のスパイスが売れると考え、1966年に有限会社かんずりを設立し、販売を始めた。当初から「かんずり」を商標登録したことから、何度かの商標の侵害を受けてもこの名を守ることが出来た。1969年に新潟県の推奨品に認定されたことから、全国で行なわれる物産展に出品されはじめた。

製法は試行錯誤を行ない、独自の品種の唐辛子数種をブレンドし、塩漬け、雪さらし、柚子・米糀・塩等の調合、３年間の醗酵などを行なう独自の製法を10年近くかけて確立した。唐辛子は、20軒ほどの地元農家の生産組合に栽培を委託し、全量買い上げている。唐辛子の雪さらしは、もともとは単に屋外で乾燥させていた唐辛子が風で飛んで雪の中に埋もれ、それを捨てずに使用して試作したところ、アクが抜けて美味であったことから工程に取り入れられた。雪さらし作業は、色のコントラストの美しさから、新潟の冬の風物詩となっている。３年間の醗酵は、当初販売が伸びなかったことからそのまま保管していたところ、３年で品質が安定することがわかったことによる。しかし、長期の保管は在庫として課税されてしまい負担ともなった。

当初はかんずりの販売が伸びず、会社は地元の農家が作る民芸品（スゲ・ワラ細工）の販売で持ちこたえたが、1980年ごろからは、かんずりの販売が軌道に乗り始め、生産設備を一新して、かんずりだけで営業を始めた。しかし、出荷後も醗酵するため、ガスが発生し、蓋が飛んだり、中身が飛び散ったりするトラブルが増加した。その対応として加熱して菌の活動を止める工程を取り入れたことが幸いして、遠方への出荷が可能となり販路が拡大した。

各地の物産展では必ず出品されるほか、インターネット販売も始め、土産物や辛口珍味として雑誌などでも取り上げられるようになった。辛いものブームや辛党、辛口ファンが増えてきたこともあり、現在では全国のスーパーマーケットなどでも販売され、和洋中華料理の隠し味として認知されつつある。特に冬の鍋物の薬味として、また夏場のスタミナ料理（焼き鳥、ステーキ、鰻等）にもひろく利用されるようになり、最近は少量ながらも輸出商談もある。マスコミ等の取材も多く、テレビなどで見た消費者が小売店へ、小売店から問屋へと問合せがあるという形で拡がり、各大手問屋に出荷するようになった。

(2) 都市と農山漁村の共生・対流―グリーンツーリズムの活用・山形県飯豊町の事例―

都市と農山漁村を行き交う新たなライフスタイルを広め、それぞれの地に住む人々がお互いの地域の魅力を分かち合い、『人、もの、情報』の行き来を活発にする取り組みを紹介する。

グリーンツーリズムとは、農山漁村地域において、自然、文化、人々との交流を楽しむ滞在型余暇活動のことをさす（農林水産省）。その目的はゆとりある国民生活の実現と農山漁村地域の活性化を図ることで、1994年に「農山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備の促進に関する法律」（略称「農山漁村余暇法」）が制定されて、都市住民を受け入れるための条件を整備するための土台がつくられた。さらに、農林漁業体験民宿業者の登録制度の一層の活用を図ることなどを目的として、2005年６月に法律が改正された。

この共生・対流を推進するのは、「都市と農山漁村の共生・対流　関連団体連絡会（通称、オーライ！ニッポン会議）」で、活動に賛同する企業、ＮＰＯ、市町村、各種団体が結集し、国民運動を展開している。また、発足以来、全国の都市と農山漁村の共生・対流に優れた取り組みを表彰し、国民への新たなライフスタイルの普及定着を図ることを目的として「オーライ！ニッポン大賞」を選出している。

日本通運株式会社は、山形県飯豊（いいで）町とジョイントで、2006年度の農林水産省のモデル調査としての実証実験にグリーンツーリズムの形で参画した。

実証実験では、「企業ふるさと」をコンセプトに社員やその家族が参加して、２泊３日の旅行パック形式のツアーが行なわれた。企業としてのＣＳＲの実践とグリーンツーリズムビジネスモデル構築（双方向のキャッシュフローの創出）を指向し、春・夏・秋・冬の４回のツアーを実施した。当初は、受入れ側（飯豊町）が参加者（日本通運側）をお客様扱いしすぎたためうまくいかず、運営方針は「おもてなし」から「体験」へ、「観光」より「講習」へと徐々に改善されていった。また、運営の中心も、町（行政）主体から地区の農家が組織する推進協議会へと移っていった。

４回のツアーを通し、体験田で田植えから整備、稲刈りを行なってその米を社内販売したほか、そば打ち、芋煮といった料理や農家の畑・雪作業、植林、地元の祭りなど四季の生活体験が実施され、今後の新たなライフスタイル提案に向けた検討が行なわれた。

なお、当実証実験は、東京農工大学大学院教授にアドバイザーとしてコーディネートを依頼して実施された。

その後の運営においては、町と企業の二者だけではなく、第三者としてのコーディネーターが入ったことで、より双方の役割や目的を明確にすることができた。

また、2007年１月には、飯豊町でグリーンツーリズムをテーマとした講演会も開催し、町民など250名が詰めかけた。

今後、日本通運は、「企業の杜づくり」をテーマとして飯豊町との連携を検討している。

(3) 人材育成を地域資源とした事例 ―地元工業高校と企業との連携・山形県長井市の事例―

地域の大学等をパートナーとしたいわゆる産学官連携に留まらず、地元教育機関と地域の企業との協働は、地域活性化の重要な鍵となりうる。とりわけ、ものづくりの現場の第一線を担う人材を育て上げる工業高校は、地域の製造業をヒトの面から支える役割が期待される。工業高校を中心とした地域活性化の事例として、山形県長井市の長井工業高校を紹介する。

長井市は人口約3万1,000人の地方都市である。同市は従来、大手電機の系列会社の企業城下町であった。しかし企業の親会社による売却により、長井市からの撤退が取沙汰されることとなった。

そうした状況の中、長井市は地域振興のための最大の資源は人材であると考え、学校、産業界、市が一体となって長井工業高校の人材育成に力を注いだ。技能検定の取得を目標に設定し、教育・育成が熱心に行なわれる一方、地元企業からも測定器が寄贈される等、ものづくりの現場の主役となる人材を育てるべく支援が行なわれた。1998年には山形県内で初の技能検定３級合格者を出すという快挙を成し遂げた。その後も技能検定合格者を毎年数十人単位で輩出しており、同校はいまや日本の工業高校のモデル校となっている。

卒業後の進路としては就職者の地元就職率が90％を越えており、地元企業を背負う人材の供給源となっている。その一方で、長井工業高校の卒業生を新卒採用した在京の企業が、毎年同校からの卒業生を採用するようになり同校出身者が増え、さらには長井市に工場を進出させることとなった、ということもみられた。これは言うなれば、工業高校が企業誘致をもたらした事象である。グローバル化が進み、コスト削減を目的とした立地という観点からは地域が優位に立てなくなった一方で、人口減少により優秀な人材が一層希少化していく今日、人材のいるところに企業が進出する「人材立地」の考えは今後の地域振興のヒントとなりうる。

(4) 地域ブランドの展開 ―長野県の事例―

長野県の産業は、電気・電子・精密・機械など加工組み立ての下請け型で輸出依存度が高く、90年代からの経済のグローバル化の影響を大きく受けて低迷した。その再生のために長野県の産業界では、中央に依存する体質から脱却し、地域が自立性を発揮していく必要性への意識が高まった。

地域独自のデザイン力を高めるため、2002年7月に長野県経営者協会のリードで県下関係５団体を統合し、それを核に「長野県デザイン振興協会」を設立した。同協会は地域経営者のよきパートナーとして、これから重要性が高まるデザイン他の知的創造業種を民間主導で活性化し、ブランドづくりを促進して地域の自立に貢献することになった。

このようなデザイン振興団体は既に全国に存在している。しかし長野県がユニークなのは、他の多くの都道府県では地方自治体がヒトやカネを出している中で、行政依存ではなく民間主導であるということ、さらに、デザインが地域経営者の近くでその資源となることを強く意識する団体であることがあげられる。

具体的な活動としては、03年に「長野県のブランドづくり推進にむけた提言」を発表。04～06年は提言を具現化するために、長野県下独自のブランドづくり促進にむけたコンセンサスの場として「信州ブランドフォーラム」を産学官共同で主催した。講演会、パネルトーク、研究発表、展示会が長野県下から集合し、独自のブランドづくりに取り組んでいる。同じく04～06年であるが、長野県の優れたブランドを選考・表彰する「信州ブランドアワード」を立ち上げた。

また、04～05年にかけて、産学官の連携による「信州ブランド戦略」を策定するプロジェクトが始まり、産業界を代表して長野県経営者協会と共にデザイン振興協会が参加した。06年6月にブランドづくりに要する知的創造業を集め、要請に応じて県下個別のブランドづくり実践を支援する「ブランドづくりネットワーク信州」を結成した。

地域活性化の実現には、各々の地域がおこなう独自ブランドづくりが大変重要な鍵になる。そのためには、産学官が協調して役割を分担し、地域主体で取り組める仕組みを構築するのが望ましい。たとえば地域基盤をつくる際には官の力が必要となるし、学術研究の専門性については学の力が必要となる。地域単独でいきなり実施するにはかなりの困難がともなうが、長期的には各地域が自立してやっていくことが絶対に必要になる。

個々の商品やサービスごとにブランドづくりをしたいという動きがある。しかし、こうした個別の事情でバラバラに動くだけでは十分ではなく、同時に地域や県全体とも最適化を図るようにしなくてはならない。そうすることで、個々の商品やサービスとその後ろ楯となる各地域や県のブランド価値が同時に高まる相乗効果が生まれ、結果、地域経済の自立的な発展を進めることができる。

(5) 芸術による地域の活性化 ―新潟県越後妻有（えちごつまり）の事例―

地域の資源を活用したイベントは、域外の人々を地域に呼び込む契機であるとともに、地域の人々を活性化させる起爆剤になる。

新潟県十日町市及び津南町において、アートディレクターの北川フラム氏がディレクションした「大地の芸術祭－越後妻有アートトリエンナーレ」は過去3回開催されてきたが、いずれも大きな成功を収めてきた。

トリエンナーレの成功の要因としては、以下のものが挙げられる。

1. 里山の魅力　～地域の強み、地域資源の活用 

· 日本人のＤＮＡにある原風景への郷愁喚起、地域資源と芸術の見事な融合 

2. 都市と地域の関係性　～地域外のニーズ、連携の模索 

· 都市にないものを地方に求める意識変化。「つながり」の新しい形を提示。 

· 芸術も、「美術館に展示される都市型から地球全体の美術（21世紀型）への移行」という流れに乗る 

3. 人と人との関わり方　～地域外からのヒトの流入 

· 地域のお年寄りと、都市部の学生やアーティストの関わりの深まり
～地域・世代・ジャンルの違う人々が協働することによって活気が出る 

· 都市では、仕事において代替がいるが、芸術祭事業では個人が固有名詞で呼ばれるなど、喜ばれて受け入れられる雰囲気があった 

4. 地元を理解する姿勢　～地域資源の掘り起こし 

· 地方の「変わらないこと」に対する理解と、地域資源の魅力に対する訴えが奏効。当初は地元からの批判・拒否の空気が強かったが、粘り強い働きかけの結果、「協働」へと大変化が生じた 

5. ディレクターの存在　～プロデュース人材の活躍 

· 多岐にわたる人脈をもち、事業の内容、マーケティング戦略に精通し、多くのチャネルに対応できる北川フラム氏の存在が、イベントを成功に導く原動力となった 

(6) ＩＣＴ（情報通信技術）の活用 ―いわきテレワークセンターの事例―

ＩＣＴの発達は、大量の情報を瞬時に処理し、送信・交換することを可能にし、テレワークという、働く場所と時間にとらわれない柔軟なワークスタイルを可能にした。そして、働く意欲や能力があるのに働くことができなかった、介護や子育てをしている女性、障害者、高齢者などの就労を可能にし、新しい雇用を創出した。特にフルタイムでは働くことが出来ないが、就労に対する意識の高い、子育て中の高学歴な女性は潜在的に多く、これらの人々の就労を可能にしたことの意味は大きい。

いわきテレワークセンター（福島県いわき市）は、在宅勤務を中心に仕事を行なうテレワーカーに対して、テレワーカーが集う場としてテレワーカーのための活動拠点（テレワークプラザ）を設け、ＩＣＴスキル・業務ノウハウを習得するためのトレーニングを実施したり、テレワーカー同士が情報交換したり、インターネットや具体的な仕事を体験したり、納品の確認作業に使えるようにしている。テレワーカーは業務と連動した教育相談の場を強く求めていることから、中心市街地や商店街の一角だけでなく、中山間部にも仮設で設置し、各拠点をＩＰ電話やインターネットで有機的に繋ぎ、テレワーカーネットワークを拡充してきた。結果として、テレワークセンターは仕事の受発注を行なうマネジメントの機能・役割だけでなく、地域コミュニティの場としての役割も担い、潜在的な雇用の発掘と地域の活性化にも寄与した。

また、働く人の意識を変革した点においても、テレワークは地域の活性化に寄与した。テレワーカーは、働くことで社会を支え、地域の連帯を担っていくといった社会貢献に対しての意識を高め、地域活動への参加指向性を高めたのである。

(7) 産学官の連携 ―島根県の事例―

地域活性化の手段として、産学官の連携がその一つとして考えられる。「学」は研究開発によるシーズの提供やコンサルティング等の専門的側面からの支援を、「官」は意識高揚や連携・協調を促す社会基盤構築支援を、そして、「産」はその社会基盤を土台に、「学」の提供したシーズを市場のニーズとリンクさせることで、生産・販売活動を実施して付加価値を産む。産学官連携の事例として、島根大学の取り組みを紹介する。

島根大学では年間約100件の企業との共同研究がなされており、共同研究の相手先には中小企業や県内の企業が多いことが特徴として挙げられる（2003年度実績でいずれも約６割）。中小企業は産学連携の面においても資金・人材等の経営資源が限られており、また開発段階、事業化段階で連携を行なえる能力が不足している等、課題が多い。そうした中、島根大学では地域産業の活性化、さらには地域イノベーションを創出すべく、産学連携に取り組んでいる。

大学側が基礎研究を中心とした産学連携を期待・実行しているのに対し、中小企業では、開発・事業化を期待しており、活動領域が重ならず連携が困難になっている。このため、まずニーズ先行型の研究開発を促進するよう、学が産の側に歩み寄り、活動を展開している。産学連携により事業化した成功事例を紹介したり、研究開発・事業化フローマップを作成する等、中小企業と大学間の心理的な壁を無くすための取り組みがなされている。

また、研究から事業化までのステップを理解し、全体を俯瞰して各段階をマネジメントする能力を持った人材を育成するため、ＭＯＴ（＝技術経営：技術が持つ可能性を見極めて事業に結び付け、経済的価値を創出していくマネジメント）教育も実施されている。ＭＯＴ教育は講義形式のセミナーに加え、ケーススタディを通じたグループ討議によるＭＯＴの模擬体験の形式となっており、より実戦的な人材の育成が目的とされている。

2004年10月には「産学連携センター」が設立された。産学連携センターは地域産業共同研究、地域医学共同研究など４つの部門で構成されており、医学系に産学連携の専任教員を配置していること、そして産学連携のリエゾン活動から知財の活用までを一つの組織で推進していることを特徴としている。主な活動内容として、(1)冊子等による情報提供や交流会の場を設定する等の、大学と企業との情報交換・人的交流をすすめるリエゾン活動、(2)科学技術相談の実施、(3)ニーズ＝シーズマッチングによる共同研究の企画・推進や、都市エリア事業、コンソーシアム事業などの研究プロジェクトの企画・提案・獲得支援、(4)特許などの知的財産の創出と活用、などがある。産学連携の入り口である情報提供・交流活動から、共同研究、研究成果の保護、実用化支援という出口まで、きめ細やかな支援を行なうべく活動が展開されている。

(8) 企業間連携の推進 ―産業クラスター・浜松地域の事例―

産業クラスター計画は、立ち上げ期（2001～05年）、成長期（06～10年）、自立的発展期（11～20年）の3段階の政策目標レンジが定められている。現在は第II期中期計画の時期にあたり、5年間の累計で新事業開始件数4万件を目標として掲げ、統廃合の結果、17のプロジェクトが実施されている。

浜松地域では、かねてから輸送用機器・一般機械機器を中心として産業を発展させていたが、平成５年に浜松市の製造品出荷額が前年比7.8％も減少（1兆9,986億円）したことをきっかけに、地域産業の空洞化に対する危機感が強まり、次世代新産業への取り組みがはじまった。新産業の柱として、以前から浜松地域に現存した「光」に着目し、同事業を高付加価値化し、オプトロニクス産業として拡大、発展していく浜松地域オプトロニクスクラスター構想が推進されることとなった。

同地域では、経済産業省の産業クラスター計画、文部科学省の知的クラスター創成事業・地域結集型共同研究事業の指定を受けることで、オプトロニクス産業の「知」と「技」の一大集積拠点を形成。現在、静岡大学や浜松医科大学をはじめとする学術研究機関と、高度な技術を有する研究開発型企業、静岡県浜松工業技術支援センター等の公設試験研究機関が、「光」の新技術や新製品開発等に向け積極的に産学官連携に取り組んでいる。また、それらの産学官連携をサポートするため、行政機関や浜松商工会議所、(財)浜松地域テクノポリス推進機構等の産業支援機関が密接な連携体制を構築している。

こうした強固で充実した産学官連携体制を活かし、「三遠南信バイタライゼーション(産業クラスター計画)」をはじめとして、新技術・新産業創出に向けたプロジェクトを積極的に推進する一方、光技術関連をはじめとした産業集積を促進するため、「地域再生計画」の認定を受けるなど地域産業のクラスター化にも注力。先端的高度技術企業の集積を目指す浜松地域は、高い技術力と豊富な労働力、そして何事にも積極果敢に取り組む地域独特の気質である「やらまいか精神」のもと、産業集積による新産業創造で地域産業の活性化を目指している。

産業クラスター政策のこれまで（第一期）の成果としては、産業クラスター形成を担う中堅・中小企業や大学、公的機関などが発掘されたこと、問題意識の共有化と情報伝達によって、「顔の見えるネットワーク」の形成が図られたこと、ビジネスマッチングや産学官連携によって、クラスター参加企業による新規事業創出にむけた取り組みが促進されたことなどがあげられる。

２　地域金融機関

２．１　貨幣取引・資金調達戦略
ご当地預金、顧客密着、地銀・信金、導入相次ぐ。

	2007/06/03, 日本経済新聞　朝刊, 3ページ, 有, 1089文字


　地方銀行や信用金庫が地域色を盛り込んだ「ご当地預金」を相次ぎ導入している。地元のスポーツチームの成績が良いと金利を上乗せしたり、資金の一部を環境保護目的で寄付したり、工夫を凝らす。日銀の利上げを受け、市場からの資金調達コストが上昇している。多少の金利を上乗せしても、預金の方が割安に資金を調達できるため、銀行側が力を入れているという事情もある。
　東京都民銀行は六月末まで、プロ野球の東京ヤクルトスワローズの成績が良いと金利が上がる一年物定期預金を最大で三百億円の枠を設けて募集している。例えばリーグ優勝すると、店頭表示金利に〇・三％を上乗せする。福岡銀行も三月、福岡ソフトバンクホークスを対象に同じような定期預金を発売した。今年の募集は締め切ったが、販売開始から九営業日で五十億円を超えた。
　プロスポーツ以外では、八千代銀行が六月から、集まった預金残高の一定割合を東京六大学や東都大学の野球連盟に寄付する商品の販売を開始。大学ＯＢらを顧客として取り込む。定期預金をきっかけに、営業基盤の拡大に役立てる。
　環境保護やボランティアに関心を持つ個人が増えてきたことに着目した動きもある。滋賀銀行はＡＴＭで定期預金を開設すれば、地元の小学校の環境教育などに寄付する商品を販売している。ＡＴＭの利用なら申込用紙の削減につながることから、一回の預け入れごとに削減相当額の約七円を寄付する仕組みだ。のと共栄信用金庫は五月下旬まで販売した定期預金の一部を、能登半島地震の義援金に充てる。
　地域金融機関が優遇策を掲げて定期預金を獲得するのは、預金による資金調達が市場からの調達より割安だからだ。一年物の東京銀行間取引金利（ＴＩＢＯＲ）は、昨年三月の量的緩和政策の解除後に上昇して現在約〇・八三％。定期預金の一年物は通常〇・三五％前後で、〇・三％上乗せしても市場調達よりコストを抑えられる。
　定期預金は普通預金と違い、期間中はほとんど流出する心配がなく、資金繰りの安定につながるという利点もある。
　わずかながらでも金利が上昇してきたことで、預金者の金利感応度も高くなってきた。定期預金の残高は昨年八月に約七年ぶりに前年同月比でプラスに転じた後、八カ月連続で増えている。ただ、大手銀行の一年前と比べた伸び率が三月末で四・三％に高まったのに比べ、地銀・第二地銀は一・一％の増加にとどまる。定期預金の獲得は、本格化し始めた団塊世代の退職金争奪戦にもつながるだけに、地域金融機関は定期預金のテコ入れに力を入れている。

広島銀、Ｅｄｙ入金、携帯で――銀行口座から、ネット取引も拡充。

	2007/06/05, 日本経済新聞　地方経済面 (中国Ａ), 11ページ, 　, 509文字


　広島銀行は十一日、顧客が携帯電話を通して銀行口座から電子マネーの「Ｅｄｙ（エディ）」に入金できるサービスを始める。店舗で直接入金するだけでなく、携帯電話でどこでも入金できるため顧客の利便性が高まる。インターネットバンキングの機能を拡充し、契約者数を伸ばす。
　携帯を利用した電子マネーの入金は、地方銀行では北洋銀行に続き二行目。携帯電話のモバイルバンキングの利用者が対象で、入金手数料は二〇〇八年三月まで無料とする。それ以降は一万円未満の入金に限り、一回あたり百五円かかる。入金金額は千円から二万五千円まで。
　広島県の店舗でエディで決済できるのは、ポプラやサンクスなどのコンビニや地下街のシャレオなど三百店弱。
　インターネットバンキングの機能も拡充し、契約者の増加につなげる。十一日からネットで住宅ローンの金利選択や繰り上げ返済ができるようになる。〇八年三月まで手数料は無料とする。店頭では住宅ローンの固定金利の再選択であれば、手数料は五千二百五十円かかる。
　他行あての振込手数料も従来より五十二円引き下げる。三万円未満で二百十円、三万円以上は三百十五円となる。ＡＴＭではそれぞれ三百十五円、五百二十五円かかっている。

豊和銀の新定期、初回金利が２倍。

	2007/06/06, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 185文字


　豊和銀行は五日、個人を対象に初回金利を店頭表示金利の二倍とする金利優遇商品「ご来店特別金利定期預金」を十一日から発売すると発表した。夏のボーナスの取り込みを狙う。この商品は預入期間が一、三、五年の元金自動継続型スーパー定期預金で、預入金額は一人十万円以上一千万円以下。募集総額は五十億円だが、好評な場合は増額も検討する。金利先高観のあるなか、低コストで資金調達を図る。

２．２　中小企業金融
２．２．１　需要と供給
３・４月末の近畿、地銀・信金とも貸出金残高増加。

	2007/06/01, , 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, , 315文字


　近畿財務局は三十一日、近畿二府四県に本・支店がある金融機関（信用組合除く）の三月末と四月末の金融概況を発表した。貸出金残高は大手銀が三月末に前年同月比五・三％減った半面、地銀は四・四％増加した。信金も同二・七％増えた。四月末は大手銀が同三・九％減、地銀が三・四％増、信金が一・八％増だった。
　三月末の貸出金残高は合計七十二兆九千五百四億円で、前年同月と比べ〇・八％減った。四月末は七十一兆九千百五十一億円で同〇・五％減。一方、三月末の預金残高の合計は百七兆九千四百六十二億円で前年同月を一％上回った。四月末は百八兆四千九百三十五億円で同〇・七％の増加。金融概況は原則、毎月発表しているが、年度末だけ二カ月分まとめて発表している。

２．２．２　価格戦略
２．２．４　新技術活用（信用リスク）戦略
北日本銀「さびに強い鉄鍋」など、知財担保に融資、東北の地銀単独で初。

	2007/06/05, , 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 256文字


　北日本銀行は四日、鉄鍋製造の及源鋳造（岩手県奥州市、及川源悦郎社長）に対し、特許権などの知的財産権を担保にした融資を東北の地銀として初めて単独で実行したと発表した。
　同社は江戸末期創業の鋳造業者で、昨年、化学物質を使わずにさびに強い鉄鍋製品を作る特許権と、「上等鍋」の商標権を取得した。北日本銀はふたつの権利を担保に研究開発費など数千万円を融資した。
　北日本銀は不動産担保を持たない中小企業などへの融資を進めている。これまでに「かまぼこ」「前沢牛」「たれ」など五件について動産担保融資（ＡＢＬ）も実施している。


八十二銀が取り扱い、地震デリバティブ――県内初、法人や自治体向け。

	2007/06/05, 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, 　, 393文字


　八十二銀行は三井住友海上火災保険、日本興亜損害保険と提携し、五日から地震デリバティブ（金融派生商品）の取り扱いを始める。地震の際に建物損壊などの実物損害がなくても補償金を受け取れるのが特徴。長野県内では南信地域で東海地震の影響が懸念されるなど震災への関心が高まっている。取引先の法人や自治体向けに売り込む。
　地震デリバティブの取り扱いは県内で初めて。契約期間中に震度６以上の地震が起きれば一億円を上限に補償金が支払われる。
　建物などの実物損害だけが対象の地震保険と異なり、営業継続費用なども補償する。損害の査定が不要なため、補償金は損害の翌月に受け取れるという。
　地震の観測地点を自由に選んで契約できるため、生産工場や販売拠点なども補償対象に指定できる。
　対象は法人と地方公共団体。契約期間は一年で更新が可能。
　契約料は三十万円以上だが、地震が発生するリスクが大きい地域だと高くなる。

２．２．３　顧客ロイヤルティ戦略
地銀１７行が合同、中国で交流会、　日本から１００社参加。

	2007/06/02, , 日本経済新聞　地方経済面 (京都・滋賀), 45ページ, 　, 121文字


　京都銀行、滋賀銀行、南都銀行など中国・香港に拠点を持つ十七の地方銀行は二十二日、深〓市では初めてとなるビジネス交流会を開く。現地に進出した日系企業同士の交流が目的で、参加企業数は約百社。現地では製品の展示や個別に商談ができる環境を提供する。

２．２．５　再生・創業・拡張戦略
債権の株式化や専門部署設置、再生手法多様化進む。

	2007/06/08, 日本経済新聞　地方経済面 (兵庫), 46ページ, 　, 666文字


　金融庁が求めた地域密着型金融の推進をきっかけに、地方の金融機関にも新しい企業再生手法が広がってきた。貸出金などの債権を株式に交換して企業の財務を改善する「デット・エクイティ・スワップ（ＤＥＳ）」なども、地方銀行での実行例が出てきた。信用金庫や信用組合でも、会計の専門家を交えて企業と事業計画を作るなど、支援の多様化が進んでいる。
　関西アーバン銀行では本部に事業再生の専門部署を設置。公認会計士や経営コンサルタントと協力しながら、会社分割や営業譲渡などを活用した再建計画を作る体制を整えた。泉州銀行はＤＥＳや返済原資を事業からの収入に限定するノンリコースローン（非そ及型融資）など、大手銀行が得意としてきた金融技術を導入。二〇〇五年度は二六％、〇六年度は三〇％の支援企業を格上げした。
　信金でも事業再生のノウハウの蓄積が進んだ。尼崎信用金庫では元請け業者からの受注が減って経営難に陥った建設会社に、営業先の拡大や経費の削減、管理会計の導入などを指導。収益や財務改善を図り、〇五年三月期に不良債権だった貸し出しが、債務者区分で二段階ランクアップし〇七年三月期には正常債権になった例も出た。
　日本総合研究所の村上芽主任研究員は「数字にバラツキはあるが、二年間の取り組みで平均二割の格上げとなったことは一定の評価ができる」と語る。ただ、不振企業の多くは内外の厳しい競争にさらされており、一時的に財務を改善しても成長戦略を描けないケースも少なくない。約八割の企業で格付けが変わらなかったことは、地方での企業再生の難しさを浮き彫りにしている。

２．２．６　新分野開拓戦略
農業経営支援に１００億円。

	2007/06/07, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 109文字


　農林中央金庫は六日、農業経営支援のため三年間で百億円を拠出すると発表した。農産物輸出事業や農業への新規参入などを支援するためのファンドの設立や大規模農家への融資などに充てる。支援の仕組みやファンドの規模は今後詰める。

２．３　個人金融
２．３．１　住宅ローン需要と供給
２．３．２　住宅ローン価格戦略

３月末の群馬県内、主要行と地銀で貸出金利が上昇。

	2007/06/01, , 日本経済新聞　地方経済面 (群馬), 43ページ, , 165文字


　関東財務局前橋財務事務所は群馬県内の金融機関（三十一機関、四百五十六店舗）の三月末の貸出金利動向をまとめた。主要行（都市銀行と信託銀行）の貸出約定平均金利は一・九〇三％で前の月比〇・一〇二％上昇した。地方銀行は二・一二五％で〇・〇五六％上昇し、信用金庫は二・五七四％で横ばい。信用組合は二・九一七％で〇・〇一七％の低下となった。

２．３．３　住宅ローンロイヤルティ戦略

２．３．４　住宅ローン技術その他
佐賀銀、最長３５年金利固定、信託使う住宅ローン。

	2007/06/21, 日経金融新聞, 4ページ, 　, 430文字


　【佐賀】佐賀銀行は七月二日から、最長で三十五年間固定金利となる住宅ローンの取り扱いを開始する。同行が信託銀行との信託契約により金利変動リスクを回避する「ハイブリッド型」を採用することで、長期間の金利固定を実現した。「同型の長期固定金利住宅ローン商品は国内で初めて」（同行）という。
　ハイブリッド型は、佐賀銀が信託銀行に対して住宅ローン債権を信託し、運用利息や金利の利ざやを佐賀銀が受け取る仕組み。
　銀行間では変動金利がベースとなるものの、利息や利ざやを佐賀銀が受け取ることで金利変動のリスクをヘッジするため、住宅ローン顧客は長期間の固定金利でローンを利用できる。
　具体的な固定金利は金利情勢をみて今月二十七日ごろ決定するが、年三・二三―三・四一％程度になる見込み。
　同行が販売する住宅ローンは「さぎん住宅ローン借換」「さぎん住宅ローンあっとほー夢」の二種類。
　三十五年または二十五年の全期間固定金利コースのほか、特約期間付の二十五年固定金利コースも設定する。

２．３．５　消費性ローン
２．４　政府金融
自治体と金融（上）運用では１５００億円、高利回り、解約で元本割れも。

	2007/06/07, 日経金融新聞, 1ページ, 　, 543文字


　地方自治体は資金調達だけでなく、資金運用でもデリバティブを積極活用している。総務省の調べでは、一月末時点で五十八自治体が導入し、預け入れ元本は千五百七十八億円。低金利にしびれを切らした自治体が高い運用利回りを求め、これに指定金融機関などが呼応。小さな市町村にも浸透している。
　仕組み預金は預入時の金利が通常の定期預金より高いのが特徴。残高が最も多いのが神戸市。二〇〇三年度から利用を始め、残高は四百七十三億円。三年物は年〇・二―〇・三％、十年物で〇・八―一％の金利が付き、「運用を始めた当時の預金利回りを大きく上回る」（財務課）という。
　大阪市は〇六年三月に二十年債と二年債の金利差を基準に金利が決まる仕組み預金を導入した。従来、余資運用は国債などの債券に振り向けていたが、「日銀によるゼロ金利が解除になる局面では変動金利運用のほうが妙味がある」（財務部資金担当）と判断した。
　ただリスクもある。仕組み預金は中途解約すると、元本割れする契約が多い。一九九〇年代に米カリフォルニア州オレンジ郡が投機的な資金運用で破産したのは、金融機関の営業姿勢と自治体側のリスクへの理解能力の欠如が原因だった。「自治体にも最高財務責任者（ＣＦＯ）が必要」（トーマツの森田祐司公認会計士）との指摘がある。

自治体と金融（上）強まるデリバティブ依存――仕組み債、１年で倍増２５００億円。

	2007/06/07, 日経金融新聞, 1ページ, 有, 1255文字


　地方自治体が資金調達や運用の際に金融派生商品（デリバティブ）を活用している。新型の地方債・ローンによる資金調達は三月末時点で二千五百億円強と一年前に比べほぼ倍増した。当初の金利負担を抑えられる利点があるが、長短金利差が縮小する局面では負担が急増するリスクもある。外資系証券会社やメガバンクが提案合戦をしかけるなか、自治体には住民への情報開示が求められそうだ。（関口慶太、羽田野主）＝デリバティブは２面「ミニ辞典」参照
　「おたくはどれくらいの金利で発行できるのか」。川崎市資金課の田中俊次課長は今年一月、メガバンクや外資系証券の担当者に相次いで問い合わせした。同市が検討したのは仕組み債の発行。三井住友銀行や三菱東京ＵＦＪ銀行、モルガン・スタンレー証券など多くの金融機関から提案が殺到した。川崎市は発行条件を比較し、三井住友銀を引受先に選定。償還期限二十年の仕組み債を四十五億円発行した。
目先の金利抑制
　仕組み債はデリバティブを組み込んだ特殊な債券で、当初の発行金利を市場金利より大幅に抑えるのが特徴だ。川崎市の場合も年〇・七五％と二十年物の国債の利回り（六日は二・一九％）よりもだいぶ低い。
　川崎市の仕組み債は二十年物と二年物の金利を判定指標とし、金利差が〇・七五％以下に縮まった場合、支払金利が五％に急上昇する特約条項が盛り込まれている。
　川崎市は「長短金利差が縮小するのは景気の過熱を冷やすために日銀が利上げする局面。そのころは税収も多いし借入金利も高水準のはず」と発行理由を説明する。
　自治体が仕組み債を発行する動きは二〇〇六年度に地方債の起債が自由化されてから活発になった。日経金融新聞の調べによると、今年三月末時点で十四の自治体が発行、合計残高は約二千五百億円。自治体の債務総額の一％にも満たないが、急速に増加している。
　岩手県や新潟県、兵庫県などは為替レートを判定指標にする仕組み債を発行。この手法も一定以上に円高が進むと金利が数％に跳ね上がる。
住民に開示せず
　一定のリスクがあることを分かっていながら自治体が活用する背景には金融機関による提案攻勢がある。
　「これ以上、金利差は縮小しませんよ」。ある外資系証券は今春に作成した提案資料の中で、過去十年の二十年債と二年債の利回り格差を示し、一％強に縮小している最近の傾向は異常と強調した。だが日銀が利上げを続けた一九九〇年代前半は金利差が〇・一％前後まで縮小した経緯もある。説明を受ける自治体の担当者の多くは金融やマーケットについての知識が乏しい。
　第一生命経済研究所の熊野英生主席エコノミストは「世界的に長短金利差は縮小する傾向にある。特約条項にいつ引っかかってもおかしくない」と指摘する。
　仕組み債は住民に情報開示がされていないという問題も抱える。ほとんどの自治体は支払金利が急上昇する引き金となる金利差や金利水準などを公表していない。議会に諮るのも発行目的や限度額、最高金利だけで済むので住民の知らない間に支払金利が膨らんでしまう懸念も残る。

新潟９信金、県に協調融資７０億円。

	2007/06/07, 日経金融新聞, 3ページ, 　, 313文字


　信金中央金庫は新潟県の九信用金庫が、県に対して総額七十億円のシンジケートローンを実施したと発表した。県は調達した資金を道路事業や行政改革に充てる。新潟県に対するシンジケートローンは三回目。信金中金は兵庫県と栃木県でも同様の融資を実施しており、他の地方公共団体にも広げたい考えだ。
　融資するのは新潟、長岡、三条、新発田、柏崎、上越、新井、村上、加茂の各信金。ローンの組成から契約、貸し出し、回収までの一連の業務を信金中金が担当する。窓口が一本化されるため、借り入れる新潟県は、複数の金融機関と個別に契約する手間が省ける。
　同県は新潟中越地震の復興資金を調達するため、二〇〇五年五月と〇六年三月にもシンジケートローンを利用した。

２．５　フィービジネス戦略
２．６　リスクマネジメント
２．７　ローコスト戦略
２．８　人材・組織戦略
主要企業、「内々定」４割が終了―本社調査、採用活動、ピーク越す（０８採用前線）

	2007/06/03, 日本経済新聞　朝刊, 5ページ, 有, 1201文字


　来春入社の新卒採用で、主要企業の約四割が事実上の内定となる「内々定」を出し終えたことが、日本経済新聞社の実施した「採用活動に関する緊急アンケート」で分かった。回答した四十二社のうち十六社が、採用計画数以上の学生に内々定を出し、採用活動を事実上終えた。「六月末までに出し終える」会社を加えると半数近い十九社になる。秋採用が広がっているが枠は小さく、主要企業の採用活動は早くもピークを越えた。
　アンケートは五月二十五―三十日に実施した。調査時点の採用計画充足率（採用計画数に対する内々定者の比率）はアサヒビール、住友商事など九社が「一〇〇％程度」と回答。内々定者が計画数を上回る「一〇〇％超」もＫＤＤＩ、キリンビールなど十四社に達した。計二十三社のうち高島屋など七社は今後も採用活動を続けるが、三八％にあたる十六社は内々定を出し終えている。
　充足率が「八〇％」「九〇％」を加えると三十一社になり全体の七割強にあたる。充足率が五〇％未満の企業はなかった。日本経団連の採用倫理憲章により企業は四月一日から学生の選考を始めたが、開始から二カ月で採用活動はヤマ場を越え、短期決戦の様相が一段と強まった。
　内々定を出し終える時期については、ＮＴＴ東日本など三社が「六月末まで」、三井物産など五社が「七月末まで」と回答。七月末までに二十四社（五七％）が採用活動を終える。
　一方、八月から九月にかけて選考する秋採用を計画しているのはキヤノンや東芝など十五社（三六％）にのぼり、主要企業の間で秋採用が定着しつつある。ただ、各社の五月末での充足率の高さを考えると、実際の採用は限定的になる例が多いとみられる。キヤノンは採用時期を多様化するため五月末の内々定者数を計画の半分程度にとどめているが、こうした例は今のところ少数派だ。
　各社が懸念しているのは、内々定の辞退者がどれだけ出るか。アンケートでは二十二社が優秀な学生の採用が「難しくなった」と回答、「例年と変わらない」の十九社より多かった。辞退者が出るのを見越し、七割強の企業が最終的に計画人数を上回る内々定を出す考え。青山学院大学進路・就職センターの上倉功事務部長は「今年は内々定をどう辞退すればよいのかという相談が目立つ」と話している。
　回答企業一覧　アサヒビール／アステラス製薬／イオン／ＮＥＣ／ＮＴＴドコモ／ＮＴＴ東日本／花王／鹿島／キヤノン／キリンビール／ＫＤＤＩ／ＪＦＥスチール／シャープ／新日本製鉄／新日本石油／住友商事／積水ハウス／セブン―イレブン・ジャパン／全日本空輸／ソニー／第一三共／高島屋／武田薬品工業／電通／東京電力／東芝／トヨタ自動車／日本通運／野村証券／東日本旅客鉄道／日立製作所／富士通／ホンダ／松下電器産業／みずほフィナンシャルグループ／三井住友銀行／三井物産／三井不動産／三菱化学／三菱重工業／三菱商事／三菱東京ＵＦＪ銀行（五十音順）

外国人採用は６割強前向き、海外開拓へ即戦力（０８採用前線）

	2007/06/03, 日本経済新聞　朝刊, 5ページ, 　, 343文字


　アンケートでは主要企業の六割強が外国人採用に前向きな姿勢を示した。日本人学生だけを対象にしていては優秀な人材を確保するのが難しくなっているためだ。中国など新興市場の開拓をにらみ、即戦力を確保する狙いも大きい。
　外国人採用を「計画している（すでに内々定者の中にいる場合を含む）」は東芝、キヤノンなど二十五社。「検討している」の二社と合わせると二十七社（六四％）に上る。「企業は有能な人材であれば国籍は問わなくなっている」（就職情報会社のディスコ）
　海外で学ぶ日本人留学生にも注目が集まっている。「すでに採用した」は十四社。「計画している」（十四社）、「検討している」（五社）を加えると三十三社（七八％）に達した。秋採用や通年採用を始める企業が増えていることも留学生に追い風になっている。

首都圏の学生地方で研修、早大ＶＢ計画企業、人材確保狙う、モノ作りの深さ無料で体験

	2007/06/05, 日本経済新聞　地方経済面 (東京), 15ページ, 　, 644文字


　早大発のベンチャー、早稲田ビジネスパートナーズ（東京・墨田、多田款社長）は就職を控えた首都圏の学生を地方企業へ派遣する事業を始める。第一弾として今夏、早大生に北海道や東北の地場有力企業で無料研修してもらう。モノ作りへの理解を深めてもらうと同時に、人手不足の地方企業が首都圏の人材を雇うきっかけとする狙いもある。
　大学三年生以下を対象とする。世界的なシェアを誇る自動車部品、金型、半導体関連などの地方メーカーへ派遣する。事業費は経済産業省の補助金と、受け入れ企業からの費用負担で賄うため、学生は無料となる。
　学生は経営実態などを開示した「知的資産経営報告書」を使って訪問先企業の歴史や技術力などを事前に学習したうえで企業を訪問。経営者から経営理念や戦略などを聞き討論するほか、工場では工程説明や技術解説でモノ作りの奥深さについて理解を深める。就職準備にも役立ててもらう。
　まず早大生を対象に書類審査と面接で三十人を選び、八月五日から七日間、北海道、東北へバスで派遣する。九月下旬には早大内で報告会を開き、一般学生向けに訪問した企業の内容などを紹介してもらう。
　人材難に悩む地方企業にとっては、将来、会社の幹部候補となる首都圏の学生と接する機会が増える利点がある。直接採用できなくても、首都圏の大学へのＰＲ効果や知名度向上を見込める。訪問企業に対し、学生から人材確保策などを提案する。
　早稲田ビジネスパートナーズでは、早大での実績を見ながら、首都圏の他大学に同様の企画を提案していく計画だ。

ネットバンキング、八十二銀、個人向け好調、５年で２．７倍、手数料割引が奏功。

	2007/06/06, 日経金融新聞, 4ページ, 有, 717文字


　【長野】八十二銀行のインターネットバンキング業務が好調だ。二〇〇七年五月末の個人向けネットバンキングの利用者は約八万千人と、五年間で約二・七倍に増えた。ネットの普及に加え、振込手数料の無料化やセキュリティーの強化などの取り組みも奏功した。ネットを顧客との接点と位置付け、「住宅ローンの新規契約など将来の取引につなげたい」（営業統括部）という。
　同行は〇一年一月に個人向けネットバンキングを開始。当初は振り込みや照会に限定しており、ネットに慣れた若年世代の利用が多かった。
　〇五年からは外貨預金や投資信託の取り扱いを開始。手数料の割引や定期預金の金利優遇も進め、高齢の富裕層などの需要も取り込んだ。〇六年一月には月額三百円だった基本料金を完全無料にしたほか、同年八月には同行口座への振込手数料も無料化。ネットの普及に合わせてネットバンキングの利便性を高め、顧客拡大につなげた。
　取引の安全性を高めるため、セキュリティー対策も徹底。偽造カード対策として、利用者に毎回異なるパスワードを指定する「可変パスワード」を〇六年三月に全面適用した。スパイウエア被害を防ぐため、ログインの際にパソコン画面上の疑似キーボードを使う「ソフトウエアキーボード」も導入した。
　積極策を進める背景には、ネットバンキングをきっかけに利用者との取引を拡大する狙いがある。振り込みや照会といった利用から、住宅ローン契約や投信販売にも発展することがあるという。ネット上で取引が完結するため、窓口対応のコスト削減にもつながる。
　同行は一日から、ネットバンキングの新規契約者に抽選で賞金を贈るキャンペーンを始めた。新規の契約者を拡大し、年内にも十万人突破をめざしている。

北都銀が公募制、審査部門へ異動、若手らの士気向上狙う。

	2007/06/07, 日経金融新聞, 4ページ, 　, 396文字


　【秋田】北都銀行は全行員を対象に、審査、融資推進部門などへの異動や、地方公共団体など行外への研修派遣の希望を募る公募制を導入する。同行が人事異動で広く行員から希望を聞くのは初めて。若手行員らのチャレンジ精神を促して行内を活性化するとともに、将来の幹部候補生を育てる。
　新制度「ＨＯＫＵＴＯポストＣｈａｌｌｅｎｇｅｒ」の募集期間は六月一日から三十日まで。契約行員を含む全行員千二百人が応募できる。
　公募する業務は審査や監査、融資推進、預かり資産推進、住宅ローン推進など行内の各部門と、大手銀行や地方公共団体など行外での研修。派遣は一週間から最長二年。受け入れ先で人数を限っている場合は人事部門が希望者の中から選考する。三十日に応募を締め切ったうえで、十月の人事異動に反映する。
　北都銀は最近、若手行員などの間で昇進や業績向上への意欲が不足しているとみており、新制度で意識改革を進めたい考えだ。

２．９　チャネル戦略
２．１０　情報システム戦略
２．１１　アライアンス戦略
あおぞら銀行会長能見公一氏、「地銀と連携、収益安定」、公的資金買い入れ消却で完済

	2007/06/01, 日経金融新聞, 1ページ, 有, 1433文字


　あおぞら銀行の能見公一会長は日経金融新聞のインタビューで、地方銀行から資産運用を受託するなど地域金融機関との連携強化を前面に打ち出す考えを強調した。昨年十一月の再上場以降、株価が売り出し価格を一貫して下回っていることについては「着々と成果を積み上げていくことで当行の株は割安だと思ってもらえればよい」と語った。公的資金の返済では国が保有する優先株を全額買い入れ消却する方針を言明した。
持続性に原因か
　――あおぞら銀の株価低迷の要因をどうみているか。
　「大手銀行でも地方銀行でもない、当行のビジネスモデルが持続可能かと市場は疑問を抱いているのだろう。どんな会社でも初期段階の収益の伸び率は高いので、高い利益見通しを示しても、一過性ではないかとみられている部分もあると思う。現在の収益規模や内容が悪いとは思わないが、事業の安定性や持続性に確信を持たれていないのが株価低迷の一つの理由だ」
　「（国が保有する千八百億円の）優先株がどのような形で市場に出てくるのかを投資家が不安に思っているのかもしれない。金融庁には買い入れ消却による年内の完済を希望しているとお願いしている。他人のせいにする気は毛頭ないが、株価は他の銀行株とほぼ連動している。うちは直接的な関係は薄いが、貸金業法などが銀行株全体を揺さぶっている」
　――あおぞら銀は筆頭株主であるサーベラスの“出口”をみつけるために上場したとみている投資家も少なくない。
　「サーベラスの他の投資をみても、五年、十年のスパンで長期的な投資をしている。（あおぞら銀株も）そう簡単には売らないと期待している」
　――株価を上げるための方策は。
　「地域金融機関との連携強化を当行のビジネスモデルの中核に据えようと考えている。従来は地域金融機関から預金を預かったり金融債を購入してもらう程度の関係だったが、一歩踏み込んだ戦略的な関係をつくっていく。横浜銀行との投資銀行業務での包括提携はその第一弾。二月に会長に就いて以降、すでに五十行以上の頭取と会った」
　「地銀との提携には四つの利点がある。まず収益機会が広がる。金融債の購入などを通じて、安定した資金を供給してもらえる。（ローンの流動化など）当行が持つ資産を商品化して販売すれば、総資産利益率（ＲＯＡ）を上げる効果がある。地域金融機関に貢献できれば当行の存在価値や金融システムのなかでの評価にもつながる」
連携・買収も視野
　――農林中央金庫の運用担当常務理事を務めるなど、資金運用に長くかかわった経歴をどう生かすのか。
　「富裕層に運用手段を提供するほか、運用難の金融機関から大量の資金を受託するということもある。当行が単独でやるというよりも広い視野で考えている。実現には有能なファンドマネジャーが最低三人必要。自前で確保するのが難しければ他社と連携したり、買収することになる。資産運用は対個人、対金融機関の両面で重要だ」
　――メガバンクとの資本提携の可能性は。
　「（旧日本債券信用銀行の破綻処理などに）三兆円の税金が投入されたのは、メガバンクに吸収されるまでの『つなぎ』のためではない。当行は金融システムや社会のなかで役割を果たせることをきちんと示すという十字架を背負っている」（聞き手は亀井勝司）
　のうみ・きみかず　１９６９年（昭４４年）東大農卒、農林中央金庫入庫。９９年常務理事、０２年専務理事、０４年農林中金全共連アセットマネジメント社長。０７年２月から現職。福岡県出身、６１歳。

２．１２　総合戦略，地域拡張戦略（含統合）
近畿産業信組、普通銀行転換を表明、来年度にも申請。

	2007/06/19, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, 　, 239文字


　在日韓国人系の近畿産業信用組合（大阪市、八田富夫理事長）は十八日、普通銀行への転換を目指す方針を正式に表明した。内部管理体制などを整え、来年度にも金融庁に申請したい考え。ただ、金融庁から二〇〇四年に業務改善命令を受けて現在も実施状況の報告を義務付けられており、申請までにはさらに時間がかかる可能性もある。
　普銀転換の是非を問うため、近畿産業信組は組合員や取引先企業などを対象にアンケートを実施。現在までに約十八万通の回答を得て、そのうち七割程度が転換方針に賛同しているという。

近畿産業信組、普通銀行転換を表明、来年度にも申請。

	2007/06/19, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, 　, 239文字


　在日韓国人系の近畿産業信用組合（大阪市、八田富夫理事長）は十八日、普通銀行への転換を目指す方針を正式に表明した。内部管理体制などを整え、来年度にも金融庁に申請したい考え。ただ、金融庁から二〇〇四年に業務改善命令を受けて現在も実施状況の報告を義務付けられており、申請までにはさらに時間がかかる可能性もある。
　普銀転換の是非を問うため、近畿産業信組は組合員や取引先企業などを対象にアンケートを実施。現在までに約十八万通の回答を得て、そのうち七割程度が転換方針に賛同しているという。

北海道地域
金融機関は大学とは違うところがあるが，同じところもある。

道央「１兆円信金」構想　合併は札幌信金、空知信金中心に（06/06 07:07）

　道内二十五信金の中で、預金量三位の札幌信金（札幌）と九位の空知信金（岩見沢）を軸に、道央圏の複数の信金が合併し、預金量一兆円超の信金を誕生させる構想が浮上していることが五日、分かった。道央圏の他の信金にも参加の打診を始めたもようだ。ただ、道央圏の信金の間には、参加すると結局、札幌信金に吸収されてしまうとの警戒感もあり、実現には紆余（うよ）曲折が予想される。 

　複数の信金関係者によると、札幌、空知両信金は四月中旬、「それぞれの自己査定のレベルアップを図る」との名目で、別の道央圏の信金を含めた計三信金で、貸出先の経営状態を示した自己査定資料を互いに開示した。 

　これは信用金庫の経営実態が把握できる最重要資料の交換で、信金業界では「三信金は水面下で合併も視野に入れた検討を事実上、開始した」と受け止められている。 

　軸となる札幌信金の二○○六年三月期の預金残高は三千九百三十三億円、空知信金は二千七百十三億円。総額は六千六百四十六億円と、現在トップの旭川信金（旭川）の六千四百六十三億円を抜き、二信金の合併だけで道内一位に浮上する。さらに、中下位の信金が複数参加すれば一兆円を突破。全国でも二十五位前後となる。 

　この構想について、札幌、空知両信金の幹部は北海道新聞の取材に対し、「どういう組み合わせが良いかは常日ごろから考えている」「一兆円信金の構想は理想形としてはある」と話している。 

　道内金融業界では現在、北洋銀、道銀と本州大手行の中小企業向け融資競争が激化。十月以降は住宅ローン分野への進出を明言した郵貯銀行との顧客の奪い合いにさらされる。さらに、少子高齢化、人口減にも直面。将来、道内で二十以上の信金が生き残るのは厳しいとみられ、規模を追求する大規模再編が強く意識されるようになっている。 

ほくほくＦＧなど、上海で大型商談会、１３９社がブース。

	2007/06/08, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 377文字


　【上海＝張勇祥】ほくほくフィナンシャルグループ（北陸銀行、北海道銀行）など地方銀行十一行は七日、上海市で取引先企業の材料調達先や委託加工先、販路などを紹介する合同商談会を開いた。各行と取引のあるメーカー百三十九社がブースを構え、中国企業など約千五百社が会場を訪問した。地銀が上海で開く商談会では過去最大規模という。
　横浜、常陽、中国、ふくおかフィナンシャルグループ（福岡銀、熊本ファミリー銀）などが参加。中国で企業間の仲介、情報提供などを手掛けるＮＣネットワークチャイナ（上海市）と共催した。
　出展企業は午前中、日系企業同士の意見交換会に参加。午後は来場した中国企業などとの商談に臨んだ。推計で約三千の商談があったという。
　出展企業の多くは調達したい部品に加え、中国で販売する商品も展示した。来年以降は上海に加え、広州でも同様の商談会を開催する計画だ。

道内２５信金３月期決算　３信金赤字転落　不良債権処理費用かさむ（06/19 23:18）

　北海道信用金庫協会は十九日、道内二十五信金の二○○七年三月期決算概況を発表した。総合リース道内大手ユニコ・コーポレーション（札幌）の経営破たんなどで不良債権処理費用が膨らみ、空知、函館、小樽の三信金が赤字に転落。全信金合計の経常利益は前期比２８・５％減の百九十九億九千百万円、純利益も同３０・５％減の百三十一億四千五百万円と四年ぶりに減益となった。 

　一方、一般企業の売上高に当たる経常収益は、同２・０％増の千二百八十八億三千九百万円と増収。住宅ローンや地方公共団体向け融資が増え、有価証券運用も好調だったためで、本業のもうけを示すコア業務純益も同４・９％増の三百六十三億八千万円と伸びた。 

　だが不良債権処理で個別貸倒引当金繰入額が同５９・０％増の百三十二億八千九百万円と急増。日銀のゼロ金利政策解除で預金利息の支払い負担も増え、経常費用が同１０・６％増の千八十八億四千万円と収益の伸び率を上回った。 

　不良債権比率（金融再生法基準）は同０・０４ポイント上昇の４・８７％に悪化。自己資本比率は同１・１ポイント上昇の１８・４５％に改善した。預金残高は同２・０％増の五兆九千三百三十三億四千九百万円、貸出金残高は同１・１％増の三兆千十二億五千六百万円だった。 

　信金別では旭川や室蘭など六信金が経常増益、赤字の三信金を含む十九信金が経常減益。個別の純損失額は、空知信金十三億五千八百万円、函館信金二億八千四百万円、小樽信金二億千四百万円。いずれも大口取引先の経営破たんで不良債権処理費用が膨らんだためで、同協会は「赤字は一過性のもの」とみている。 

東北地域

融資限度額３倍、工場進出企業に、東邦銀。

	2007/06/06, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 168文字


　東邦銀行はこのほど、福島県内に工場を新設する企業に対する「企業立地ローン」の融資限度額を三億円から三倍強の十億円に拡大した。福島県が今年度から自動車や半導体、医療機器関連などの企業誘致を積極的に推進するなか、地域金融機関として企業の資金需要に対応する。融資期間は十五年間。工場用地の取得や建設、機械設備の購入費用などに対して融資する。

七十七銀など、上海で合同商談会、中国の１５００社来場。

	2007/06/08, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 249文字


　七十七銀行など全国の地銀十一行は七日、中国・上海市の上海世貿商城（上海マート）で中小製造業を中心とする合同商談会を開催した＝写真。七十七銀の取引先企業十三社を含め全百三十九社が出展。中国の部品・資材メーカーなど約千五百社の企業が来場し、延べ三千件超の商談を行った。
　参加地銀は、初開催だった昨年の八行から拡大。伊予銀行などが加わり、「全国地銀合同商談会」と銘打っての開催となった。七十七銀の鎌田宏頭取は「品質や決済面などクリアすべき課題は多いが、ビジネス拡大に役立ててもらえれば」と期待している。

関東地域
関東の地域金融機関、相次ぎ出店攻勢――茨城の結城信金、栃木に進出。

	2007/06/22, 日経金融新聞, 7ページ, 有, 737文字


　関東地方の地域金融機関が積極的な出店攻勢をかけている。茨城県の結城信用金庫（結城市、渡部栄一理事長）は、初の県外進出となる栃木県小山市への出店を検討。神奈川銀行は十三年ぶりの新店を横浜市内に設ける。地域金融機関の体力回復を反映しているが、人口や商業集積が増える成長地域を狙った金融機関間の競争も激化している。
　【水戸】茨城県西部を地盤とする結城信用金庫は栃木県小山市への出店を検討する。実現すれば同金庫にとって初の茨城県外への進出となる。本店所在地の結城市と県境を挟んで隣接する小山市は生活圏がほぼ一体で、つながりが深い。人口も増加傾向にあり資金需要も多いとみている。
　二〇〇七年度中に小山市内でいくつかの出店候補地で人の流れや他の金融機関の取引状況などを分析する。小山市は栃木県内で宇都宮市などとともに人口が増加傾向にある数少ない成長地域。結城信金は住宅ローンなど個人の資金需要を期待しているもようだ。
　結城市から見た場合、小山市は地場産業の「結城つむぎ」の生産者が広がるなど関係は密接。従来、営業エリアには含んでおり、必要に応じて渉外担当者らが出向いていた。
　結城信金はここ数年、不良債権処理などに追われていたが、当面の目標としていた二ケタの自己資本比率などを〇六年度決算で達成。財務内容の改善が進み、攻めに転じられる態勢が整ってきた。四月には七年ぶりの新店となる友部支店を茨城県中央部の笠間市にオープンしている。
　結城市など茨城県西部は中小零細企業が多く、景気の回復が遅れ気味。全体の貸出金が伸び悩む状況で、数少ない優良企業には常陽銀行など茨城県内の有力金融機関が攻勢をかけている。

関東の地域金融機関、相次ぎ出店攻勢――神奈川銀、１３年ぶり新店。

	2007/06/22, 日経金融新聞, 7ページ, 　, 394文字


　【横浜】神奈川銀行は横浜市都筑区の市営地下鉄センター北駅前に新しい店舗を設けると発表した。同行の新店舗開設は十三年ぶり。来春の市営地下鉄新線開業を控え、センター北駅周辺はさらなる人口流入や商業集積が見込めると判断した。
　新設する「センター北支店」は十一月上旬に開店する予定だ。広さは約四百平方メートル、九階建てビルの一階部分にテナントとして入居する。支店長には四十歳の若手を起用し、神奈川銀としては初めて副支店長に女性行員が就く。
　中小企業向けの預貸業務に加え、資産運用窓口を従来の店に比べゆったりとした造りとし、営業時間外も使える全自動貸金庫を備えるなど個人向け営業に力を入れる。同店は神奈川銀にとって県内三十三カ所目、市内では十九カ所目の店舗となる。
　神奈川銀が人口増加の著しい横浜市北部（都筑、青葉、港北、緑）に店舗を構えるのは初めてで、今後の北部出店のモデルケースに位置づける。

甲信越地域
キャンペーン開始、きょうから新規顧客を開拓、県内金融機関。

	2007/06/01, 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, 　, 295文字


　八十二銀行は六月一日から、ネットバンキングを新規契約した個人顧客向けのキャンペーンを始める。九月三十日までに契約し、抽選時点の預金残高が一万円以上の顧客が対象。六―九月の毎月末に抽選し、毎回五人に五万円、五十人に五千円、一千人に五百円を贈る。金融機関が共同で運用する電子収納システム「ペイジー」の利用者にもプレゼントする。
　長野信用金庫（長野市）も六月一日から、対象商品を契約した個人顧客向けのキャンペーンを始める。八月三十一日までの期間中に五十万円以上の個人ローンや定期預金、定期積金などを契約した顧客が対象。商品に応じてキッチンセット、岩盤浴セット、リサイクルセットのいずれかを贈る。

長野県内信金・信組、利用者集めに苦戦、若年層の開拓カギに。

	2007/06/06, 日経金融新聞, 4ページ, 　, 379文字


　【長野】県内の信用金庫・信用組合はネットバンキングの利用者集めに苦戦している。長野県信用組合（長野市）の利用者数（法人含む）は二〇〇七年四月末時点で三千六十二件。五年前の十三倍に増えたが、法人利用が多く、個人は伸び悩んでいるもようだ。長野信用金庫（長野市）と上田信用金庫（上田市）も「数千件程度」という。
　背景には、都市銀行や地方銀行とは異なる顧客層を抱えている事情がある。信金・信組は中小・零細業に従事する中高年齢層が主要基盤で、ネット取引に不慣れな顧客が多い。また「直接顔を合わせた方が信頼を得やすい」（県信組）との考えから、ネットバンキングの普及に向けたキャンペーンや宣伝にあまり力を入れなかった。
　それでも「今後は力を入れざるを得ない」（長野信金）のが実情。ネットバンキングを武器に若年顧客の開拓を進めないと、事業基盤の先細りが避けられないからだ。

八十二銀、埼玉に新たな法人向け拠点。

	2007/06/07, 日経金融新聞, 4ページ, 　, 210文字


　【長野】八十二銀行は埼玉県越谷市に法人営業に特化した越谷法人営業所を七月九日に開設すると発表した。越谷市は卸・小売業などの企業が集積しており、新規の融資先の開拓に取り組む。法人営業所は埼玉県の川口市と所沢市、群馬県太田市、東京都国立市に続いて五カ所目になる。
　新拠点は所長を含む四人が勤務し、法人向けの融資に特化する。窓口営業は一切行わない。同行は長野県内の資金需要が伸び悩むなかで、県外での融資を拡大していく方針だ。

八十二銀経営計画、貸出金残高２４８７億円増、県内・県外の融資強化。

	2007/06/07, , 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, , 513文字


　八十二銀行は東京都内で六日開いた投資家向け説明会で、二〇一〇年三月期までの経営計画の詳細を明らかにした。一〇年三月期の貸出金残高は四兆千二百億円と、〇七年三月期から二千四百八十七億円増やす。県内の中・小規模企業向け融資を増やすとともに、埼玉県など近隣地域で新規顧客を開拓する。投資信託など投資型商品からの収益は十七億円多い八十六億円を目指す。
　貸し出しでは、県内の中・小規模企業を“潜在的マーケット”と位置づけた。中小企業や個人事業主向け融資に特化するビジネスローンセンターを全県で展開。スコアリング審査も全面的に導入し、県内中・小規模企業との取引シェア向上と新規融資先の開拓につなげる。
　県外向けの貸出金残高は〇七年三月期から千二十九億円増やして一兆三千五百億円とする。埼玉県や群馬県など近隣地域に展開する法人営業所の事業性融資を拡大する。営業人員も増やしていく方針だ。
　一方、個人向け投資型商品からの収益は〇七年三月期より十七億円多い八十六億円を見込む。投信や年金保険の販売を積極化し、販売手数料や信託報酬の収入増につなげる。
　子会社のアルプス証券と協力し、資産運用相談業務を中心とした個人向け新型店舗の設置も検討する。

北陸地域
北陸３地銀連合、ＡＴＭ提携、信金に打診――ゆうちょ銀に対抗、手数料を無料化。

	2007/06/21, 日経金融新聞, 4ページ, 有, 956文字


　【富山】富山第一、北国、福井の三地方銀行連合が地元信用金庫に対して、ＡＴＭ手数料無料化で提携の打診を始めたことが明らかになった。すでに富山県内の二信金に申し入れた。三行と、北陸三県の全十八信金との連携を視野に、地銀・信金の業態を超えた広域連携を模索。今後の動向次第では、郵政民営化で今年十月に発足するゆうちょ銀行や、北陸最大の地銀、北陸銀行への“対抗軸”に発展する可能性がある。
　関係者の話によると、ＡＴＭ提携の打診を受けたのは、富山県で預金量一位の高岡信用金庫（高岡市、谷内雅彦理事長）と、二位の富山信用金庫（富山市、三鍋吉男理事長）。地銀連合「ＦＩＴネット」に参加する富山第一銀行が申し入れた。
　三行連合では、十月に三行のどのＡＴＭを使っても、現金の引き出し手数料がかからない「完全無料化」を実施する計画。二信金に対しても、部分的な無料化を含め、取り組みに参加するよう求めたもようだ。
　高岡、富山の両信金首脳は申し入れの事実を認めたうえで、「一つのケースとして考える」（高岡信金）、「なかなか難しい」（富山信金）と現時点では静観の構え。一方、富山第一銀行幹部は申し入れの有無について直接の言及は避けたが、「一般論としてゆうちょ銀への対応になるかもしれない」と語った。
　三行連合は北陸を中心に千台弱のＡＴＭを保有。三県の全十八信金と協力が実現すれば、千数百台に上るＡＴＭネットワークを構築し、ゆうちょ銀が北陸に保有することになる八百台程度を大きく上回る。
　今回の提携打診にとどまらず、今後、三県全域で信金との協力関係を加速し、利用客を囲い込んでいく考えとみられる。現時点で、北陸銀行とＡＴＭ提携している信金もあり、全十八信金との提携の成否は未知数だが、地銀と信金の合従連衡が加速する可能性が出てきた。
　ＡＴＭの手数料を巡っては、福井と石川の全十信金が今月から、入出金を相互に終日無料化。福井では十月をメドに福井、福邦の二地銀と五信金が出金手数料を終日無料にし、県単位で業態を超えた連携に発展する。福井、石川両県の信金協会は富山県の信金に対し、終日無料化を検討するよう要請。同県内の全八信金が検討を進めており、七月以降の理事長会で結論を出す見通し。

富山県信組、北陸銀・森田氏、理事長に迎える。

	2007/06/23, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 207文字


　富山県信用組合（富山市）は二十二日、市丸正年理事長（６９）が退任し、北陸銀行の森田勉・元高岡支店長（５２）を理事長に迎える人事を発表した。森田氏は同日付で就任した。
　同信組の二〇〇七年三月期決算は不良債権処理損失が膨らんだため、八億六千九百万円の最終赤字（前の期は二億円の黒字）となった。理事長の交代で、四期ぶりに赤字に転落した責任を明確にしたうえ、今後策定する中期経営計画を新たな経営トップのもとで進めていく。

北陸銀のタイ提携行、進出企業向けセミナー、「あらゆる事業を支援」。

	2007/06/23, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 326文字


　北陸銀行と業務提携関係にあるタイのカシコン銀行は二十二日、バンコク市内で東南アジアに進出している日系企業を対象にセミナーを開いた＝写真。ほくほくフィナンシャルグループの取引先で、北陸や北海道などから東南アジアに進出する企業の会員組織「ほくほくＡＳＥＡＮ会」の二十社をはじめ、約百社の担当者らが参加した。
　冒頭、チャチャイ・ファーストバイスプレジデントが「タイでは日本からの投資が最大。当行も日系担当チームを組織し、すべての業種や規模にビジネスを支援する準備を整えている」とあいさつ。その後、社内セキュリティーをテーマにした講演で講師がＩＴ（情報技術）面や、現地社員採用などに際しての情報漏洩（ろうえい）防止策などについて話した。
（バンコク＝加藤貴行）
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東海地域
近畿地域
地銀・信金とも、貸出金残高増加、３・４月末の近畿。

	2007/06/01, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, 　, 315文字


　近畿財務局は三十一日、近畿二府四県に本・支店がある金融機関（信用組合除く）の三月末と四月末の金融概況を発表した。貸出金残高は大手銀が三月末に前年同月比五・三％減った半面、地銀は四・四％増加した。信金も同二・七％増えた。四月末は大手銀が同三・九％減、地銀が三・四％増、信金が一・八％増だった。
　三月末の貸出金残高は合計七十二兆九千五百四億円で、前年同月と比べ〇・八％減った。四月末は七十一兆九千百五十一億円で同〇・五％減。一方、三月末の預金残高の合計は百七兆九千四百六十二億円で前年同月を一％上回った。四月末は百八兆四千九百三十五億円で同〇・七％の増加。金融概況は原則、毎月発表しているが、年度末だけ二カ月分まとめて発表している。

近畿、地域金融の経営支援先、格付け上昇２割――「地域密着計画」報告書。

	2007/06/08, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ａ), 9ページ, 　, 887文字


　近畿二府四県の地域金融機関が二〇〇五年に金融庁に提出した「地域密着型金融推進計画」の経過報告書（〇五―〇六年度分）が出そろった。主要二十七金融機関が再建計画の作成など経営支援に取り組んだ六千五百六十八社の不振企業の二一％で債務者区分（格付け）が上がり、財務基盤の強化につながった。ただ、景気が回復したにもかかわらず経営改善が進まなかった融資先も多く、地域金融機関による不良債権処理の難しさを改めて印象づけた。
　同計画は金融機関に中小企業への支援を通じた不良債権削減や財務改善を促すのが目的。金融庁が、大手銀行のように債権売却などによる不良債権処理が難しい地方銀行や信用金庫などに提出を求めた。不動産担保に頼らない融資や企業再生の実行件数など数値目標を盛り込んでおり、実績を公表する必要がある。
近畿大阪銀３５％
　関西の十二地銀が〇五―〇六年度に経営支援した不振企業三千三百八社のうち二〇％で、債権の返済状況や破綻の可能性を表す格付けが上昇した。格付けが上がると、金融機関にとっては貸し倒れに備えて積まなければならない引当金が減り、財務基盤の強化につながる。
　地銀でもっとも格上げ率が高かったのはみなと銀行。シンクタンクの助言を活用した事業再生などで支援した不振企業百七十七社のうち三七％で格付けが上がった。
　近畿大阪銀行も再生ファンドを通じた経営支援などに取り組み、三五％の企業で格付けが上がった。
　一方、紀陽銀行、池田銀行、びわこ銀行は格上げ率が一〇％に届かなかった。不振企業の中でも比較的再生しやすい企業の支援を〇五年度までに終えていたり、支援先に再生が難しい「要管理先」以下の企業を多く選んでいたりしたためとみられる。
信金・信組も伸び
　預金量が五千億円以上の信用金庫、信用組合の中で二年間の格上げ率が最高だったのは大阪市信用金庫の百八十三。支援に取り組んだ案件の四六％で格付けが上昇。格上げ数も〇六年度は前年度比五八％増えた。本支店間で情報交換し、リストラによる経費削減などの経営指導を徹底したことなどが奏功した。三位の大阪信用金庫も〇六年度は格上げ数が三倍に伸びた。
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中国地域．

住宅ローン「審査基準外客」、山口銀、外資に紹介。

	2007/06/01, 日本経済新聞　地方経済面 (広島), 23ページ, 　, 268文字


　山口銀行は一日から、同行の住宅ローンの審査基準を満たさない顧客に、リーマン・ブラザーズ・グループの不動産担保融資の専門会社であるリベルタス住宅ローン（東京・新宿）を紹介する。山口銀は「既存の住宅ローンよりも幅広い顧客のニーズに応えられる」（個人営業部）という。リベルタスが地銀と手を組むのは初めて。
　リベルタスは自前の営業網を持たないため、山口銀の紹介により顧客を確保できる。山口銀は紹介手数料を得る。
　リベルタスは二〇〇五年八月設立。金融機関では、りそな銀行とのみ提携し、返済能力が弱いなどとされた顧客も対象に住宅ローンを取り扱う。

トマト銀、８月、事業融資で専門店。

	2007/06/23, 日本経済新聞　地方経済面 (中国Ｂ), 35ページ, 　, 384文字


　トマト銀行は二十二日、中小・零細企業の電話や来店による事業性資金相談や融資受け付けをする「ビジネスローンプラザ」を八月に設置すると発表した。一千万円までの担保・第三者保証不要のスモールビジネスローンを中心に、支店担当者が回り切れない取引先に電話営業をかけ、需要を掘り起こす。
　岡山市内のトマト銀行岡山駅前ビル三階に置く。人員はまず三人でスタートし、岡山県南の顧客に営業。将来は七―八人に増やし全県を営業先とする考え。既存取引先に電話で情報提供したり窓口で融資を受け付けたりするほか、新規顧客の取り込み口にも位置づける。融資実行は支店が担当する。
　現在、支店担当者は業務を営業時間内に終えることを厳しく求められている。中小・零細企業の中で回りきれない取引先が出てきているため、新たなチャネル

四国地域
４県地銀の地域密着実績、支援先２４％の区分上昇、外部のプロ投入、交流も後押し。

	2007/06/08, , 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 1216文字


　四県の地銀による二〇〇六年三月期―〇七年三月期の地域密着型金融推進（リレバン）計画の実績が出そろった。経営難の中小企業などに各種支援を実施した結果、企業の与信力を示す債務者区分が上昇（ランクアップ）した取引先数は、支援取組先の二四％にあたる六百九十五と、企業育成の成果がみられた。
　地域密着型金融推進計画は金融庁が地域金融機関に実施を求めている。中小企業向け金融の円滑化や事業再生が柱で、〇七年三月末をもって二カ年の計画が終了した。
　経営改善支援の取組先数のうち、債務者区分がランクアップされた企業数の比率が二八％と高かった愛媛銀行では、弁護士や会計士など外部の専門家も導入して融資先の事業再生を進めた。〇七年三月期末の不良債権比率は〇五年三月期末から一・〇二ポイント低下の三・八一％に改善。ランクアップした取引先数は当初目標を十六社上回った。
　リレバン計画の遂行へ組織改正した銀行もある。伊予銀行は昨年八月に法人顧客に提案型営業を強化するため法人営業部を新設。専門的な金融サービスの提供を増やすほか、行内に蓄積された企業情報を有効活用した。
　企業間の交流を活発化するため行内ＬＡＮ（構内情報通信網）にビジネスマッチング情報を二千八百件強登録し法人営業担当者に共有させたところ、三百三十六件の成約があった。縦型組織の壁を取り払い連携プレーを進め、経営支援先も含めた融資企業に成長の機会を提供している。
　阿波銀行も期間中にビジネスマッチングを四十五件実施するとともに、徳島大学や四国大学と地元企業との共同研究七件をあっせんした。同行は中小企業等貸出金比率八五％を維持するという独特の目標も掲げている。〇七年三月期末時点で八八・九五％になり、この二年間（期末ベース）で一・七三ポイント上昇した。
　四国の地銀の多くがこの二年の間に不良債権比率を改善させた。貸倒引当金など信用コストの大幅な積み増しが不要になり、採算が改善したことに伴い個人保証に過度に依存しない融資にも一部では積極化している。
　百十四銀行はスコアリングモデルと呼ばれる統計的手法で企業の信用力を採点し、無担保で融資する方式を積極的に導入し始めた。同方式で実施した融資件数は〇七年三月期末に二千二百二十五件、融資残高は二百四十四億円になった。企業が保有する売掛債権を担保にした融資も〇七年三月期中に百三十一件、金額ベースで二十七億円強実施。顧客企業の資金繰り安定化につながる効果があったという。
　今後は収益力を回復した支援先企業への融資や金融サービスを通じ、銀行の収益機会を増やすことが課題だ。
　例えば中小企業の事業承継に伴うＭ＆Ａ（企業の合併・買収）仲介支援は需要が高まっているという。ただ対価を得られた件数は少なく、先行する伊予銀でも〇七年三月期は五件（前の期は三件）。法人向けサービスを収益事業に育てることで、貸出金利収益に過度に依存しない経営への脱却が求められる。

九州地域
福岡銀・熊本ファミ銀、投信購入で金利優遇、３ヵ月定期、年３％に。

	2007/06/07, 日経金融新聞, 4ページ, 　, 171文字


　【福岡】福岡銀行と熊本ファミリー銀行は投資信託の購入者を対象に、定期預金の金利を優遇する「ミックスパック」の取り扱いを始めた。両行で扱う投信を五十万円以上購入した場合、三カ月物の定期預金金利を年三％にする。
　定期預金への預入限度額は投信購入額まで。取り扱いは営業店だけで、七月十三日まで受け付ける。夏のボーナスの運用を考える顧客に売り込む。

ふくおかＦＧ、持ち株会社の機能強化

	2007/06/23, 08:32, 日経速報ニュース, , , 431文字


　ふくおかフィナンシャルグループ（ＦＧ）は22日、傘下の福岡銀行、熊本ファミリー銀行から営業企画などの中枢機能を持ち株会社本体に移管するため、新たに「営業企画部」と「クオリティ統括部」を７月２日付で設置すると発表した。新設部は傘下銀行からの出向者で構成。持ち株会社の人員をこれまでの175人から200人強に拡大する。
　新設する営業企画部には「営業統括室」を置き、傘下銀行の営業部門を統括。クオリティ統括部には「クオリティグループ」「金融商品管理室」「コンプライアンス室」を置いて、グループとしてのブランド管理や法令順守体制を一本化する。
　熊本ファミ銀はグループ経営の強化に伴い、取締役任期を２年から１年に短縮することや、執行役員制度を見直すことを柱とした機構改革を実施。福岡銀との相乗効果を高めるため人材交流も拡大する。福岡銀から支店長を３人受け入れる一方、福岡銀に副支店長５人を派遣。そのほか相互出向や短期研修も含めると770人を何らかの形で交流させる計画だ。

総合
２．１３　グローバル戦略
りそな銀、インドネシアで融資・現地進出中小企業向け

	2007/06/08, 00:35, 日経速報ニュース, , , 508文字


　りそな銀行グループはインドネシアに進出している日本の中小企業向け融資を拡大する。現地法人の「りそなプルダニア銀行」が国際協力銀行と組んで、現地に進出する企業向けに約30億円の融資枠を設定した。オートバイや自動車関連メーカーの進出が相次ぎ、資金需要が旺盛になっていることに対応。円やドルだけでなく、現地通貨建て融資にも力を入れる。
　国際協力銀行が資金の出し手となり、りそなプルダニア銀を経由して企業に資金を供給する「ツーステップローン」という仕組みを使う。今回設定した総融資枠は円建て分で5億円、米ドル建て分で2000万ドル。融資期間は1年超5年以内で、資金使途は長期の設備資金や運転資金にする。1社当たりの融資上限は米ドル建てで300万ドル、円建ては3億円。
　企業側の負担を抑えるために、現地の不動産や生産設備などを担保にした融資が可能。海外の現地法人が融資を受ける際、債務保証を付ける日本の親会社が中小企業の場合に、その負担を軽減する狙いがある。
　現地通貨の資金需要が高まっているため、りそなプルダニア銀は現地通貨建て債券の発行を検討する。現地通貨は預金で調達してきたが、新たな資金調達手段を模索することにした。

２．１４　財務（決算は方針でイメージが大きく変わるので注意）
地銀トップ、世代交代の波――東邦銀行頭取、瀬谷俊雄氏は会長に。

	2007/06/01, , 日経金融新聞, 7ページ, 有, 609文字


　地域金融機関でトップの世代交代が相次ぐ。１７年ぶりの頭取交代となる東邦銀行はじめ、長く務めた経営者が一線を退く。バブル崩壊後の不良債権処理などにメドをつけつつあることが背景にある。新体制で再編への備えや企業統治の強化など新たな課題に挑む。
郵政民営化、反対派の論客
　東邦銀行は十七年ぶりに頭取が交代する。瀬谷俊雄頭取（７１）が会長に退き、北村清士副頭取（６０）が昇格する。瀬谷氏は全国地方銀行協会の会長も退く。金融行政に対して積極的に発言する論客で、退任は同行にとっても節目となる。
　瀬谷氏の頭取就任は一九九〇年。その後の十七年は「バブル崩壊や金融再編、不良債権など激動の時代」（瀬谷氏）。特に不良債権処理には苦労し、「万策尽きて民事再生に持ち込む苦しさ」を何度も味わった。
　ピーク時に一〇％を超えた不良債権比率も二〇〇七年三月期には四・四％まで低下。連結純利益は過去最高となり、経営環境は大きく改善した。「新しい時代を迎え、あとは若手に任せたい」と退任を決めた。
　在職中の思い出を聞かれると、一番に郵政民営化を挙げた。〇四年六月に旧大蔵省や日銀ＯＢの指定席だった地銀協会長のポストに民間銀行生え抜きの頭取として二十七年ぶりに就任。以来、最も郵政問題に最も力を入れてきた。
　郵貯銀行の肥大化は地銀の脅威として、民営化計画に反対し続けてきた瀬谷氏。「後任の会長に私のＤＮＡを注入した」と言い残し、六月に辞任する。（福島）

上場地銀、純利益15％減――89行・グループの前期

	2007/06/05, 00:45, 日経速報ニュース, , , 460文字


　株式を上場する地方銀行89行・グループの2007年3月期決算は、連結純利益が前の期比15.2％減の6800億円となった。本業のもうけを示す実質業務純益が伸び悩んだほか、不良債権処理損失も膨らんだ。全体の不良債権比率（リスク管理債権ベース）は0.5ポイント改善したが、4.1％と高止まりしており、1％台のメガバンクと差がついた。
　連結純利益の減少幅は大手銀行六グループ合計の9.5％を上回った。貸し出し競争の激化で実質業務純益が0.7％増の1兆8000億円にとどまる半面、不良債権処理損失は10.6％増の約7400億円となった。九州親和ホールディングス（ＨＤ）など7行・グループが貸倒引当金を積み増した結果、最終赤字となった。
　資産健全化でもばらつきが目立つ。有力地銀が不良債権比率を2％台に下げる一方、24行・グループがなお5％以上の不良債権を抱える。ふくおかフィナンシャルグループが九州親和ＨＤの事実上の救済を決めたように、経営体力の差がさらに広がれば、強い銀行が弱い銀行を吸収する形での再編につながる可能性もある。

地銀決算ランキング前期―「本業」の優劣、時価総額に差。

	2007/06/05, , 日経金融新聞, 1ページ, 　, 359文字


　上場地銀のうち、今年四月に上場した八千代銀行除く八十八行の五月末時点の時価総額を前年同期と比べると、増えた銀行（同額を含む）と減った銀行はともに四十四行だった。貸し出しなど本業の収益を伸ばした銀行が評価された半面、不良債権処理の遅れた銀行などは減少が目立つ。
　京都銀行は二〇〇七年三月期の貸出残高が前年同期比七％伸び、実質業務純益も七・七％増。ＵＢＳ証券の田村晋一氏は「投資家はいかに本業で稼いでいるかを重視している」と指摘する。
　「市場は地銀の営業地域の成長性にも注目している」（大和総研の滝文雄氏）。十六銀行や愛知銀行は、足元の名古屋経済が好調だ。時価総額の減少率が最も大きかったのは九州親和ホールディングスで七一％。赤字になった豊和銀行（四九％減）やきらやかホールディングス（三〇％減）も市場の評価はさえない。
地銀決算ランキング前期――成長力、札幌北洋ＨＤ、効率性、横浜銀、安定性、静岡銀。

	2007/06/05, , 日経金融新聞, 1ページ, 有, 1328文字


　日経金融新聞が上場地銀八十九行・グループの二〇〇七年三月期決算を成長性（業務粗利益の伸び率）、効率性（経費率）、安定性（自己資本比率）でランキングしたところ、成長性や効率性では資金需要のある大都市に拠点を置き、厳しい競争にさらされてきた銀行の優位が目立った。安定性では地元の顧客基盤が厚く、利益を着実に積み上げてきた銀行が上位に並んだ。その半面、公的資金注入行などは低迷、経営体力の差が一段と広がる可能性も出ている。（湯浅兼輔、安川壮一、亀井勝司）＝業務粗利益は２面「ミニ辞典」参照
　業務粗利益の伸び率で首位に立ったのは札幌北洋ホールディングス（ＨＤ）。傘下の北洋銀行と札幌銀行の合算で、業務粗利益を二〇〇六年三月期に比べて二百九十五億円（二九・二％）伸ばした。前の期は国債などの売却損が出たが、〇七年三月期は有価証券運用が好調だった。地方公共団体や中小企業向けの貸し出しの伸びも収益増につながった。
　二位の関西アーバン銀行は、中小企業向けを中心に貸出金を三千億円増やし、業務粗利益を九十億円押し上げた。住宅街にあった支店を企業が密集する地域に移すなど、資金需要の多い地域へ店舗の移転を進めたことが奏功した。三位の鹿児島銀行は農業向けの貸し出しが好調だった。
　下位には公的資金の注入行が並んだ。琉球銀行は住宅ローンの証券化に伴う利益計上がなくなったことや、競争激化で利ざやが縮小したことが響いた。豊和銀行や九州親和ホールディングスも貸出金収益の減少が業務粗利益を圧迫した。
　効率性では横浜銀行が首位だった。二〇〇七年三月期の経費率（経費を業務粗利益で割った値）は四二・五七％で、二位のほくほくフィナンシャルグループ（ＦＧ）よりも六ポイント強低い。一九九八年の公的資金の注入以降経費の削減に努め、注入時に七〇％近くあった経費率は大幅に下がった。経費率を四二―四三％台で保ちながら、攻めの経営に向けて今後三年間で四百五十億円の投資を見込んでいる。
　ほくほくＦＧも公的資金の注入後、店舗や設備などの新規投資を控えてきたが、今後は必要な投資は増やしていく方針だ。
　きらやかホールディングスの経費率は八〇％を上回っている。きらやかの発足まで山形県内には地銀が四行あった。「県全域に店舗を置かなければいけないと考えたことが、経費率を高止まりさせていた」という。今後は店舗の統廃合などを進め、二〇一〇年三月末までに経費率を七四％台まで下げる計画だ。
　同じ山形県に本拠を置く荘内銀行は債券の売却損を計上したことで業務粗利益が減少。システム投資や店舗網の拡大に取り組んだこともあり、経費率が上昇した。
　自己資本比率でみた経営の安定性では、静岡銀行が首位だった。国際決済銀行（ＢＩＳ）の新基準による自己資本比率は一四・五五％と、二〇〇六年三月期に比べて〇・九一ポイント上昇した。格付けの高い企業への貸し出しや個人向け住宅ローンの比率が高かったことが、信用リスクの圧縮につながった。
　二位の京都銀行は内部留保を積み増したことに加え、任天堂など地元企業の株式が多額の含み益を出していることが自己資本比率を押し上げた。その一方で、多額の不良債権を処理した東和銀行などでは低下した。

地域密着金融、地銀の計画点検、金融庁、首脳に聞き取りも。

	2007/06/04, , 日本経済新聞　朝刊, 3ページ, , 628文字


　金融庁は地方銀行など地域金融機関が策定する地域密着型金融（リレーションシップバンキング）推進計画の点検に乗り出す。これまで画一的な内容を求めてきた同計画が、今夏から各金融機関の自主判断に基づく策定に切り替わるのを踏まえ、内容を精査する必要があると判断した。取り組みが甘い金融機関に対しては、トップ面談などの場を活用して改善を促す方向だ。
　金融庁は株主など市場からのチェックが入らない非上場の銀行や、経営改善の遅れている銀行を中心に、推進計画の進ちょく状況などを重点的に確認する考え。取り組みが甘かったり、計画を達成できない場合には、年二回のペースで開かれる財務局長と頭取らによるトップ面談などで詳しく事情を聴く。地域金融機関向けの監督指針を改正し、一連の監督手法を導入する。
　各地で金融機関の顧客獲得競争は激化している。地銀や信用金庫などが生き残っていくには、地元に密着したビジネスモデルの確立が急務とされる。二〇〇三年度に導入した推進計画に対しては、金融庁が画一的な指導をしてきたこともあり、金融機関の対応が形式的との指摘も出ていた。「地元への密着度を高めるという本来の趣旨に合っていない」との批判もあった。
　金融審議会（首相の諮問機関）は四月、推進計画の策定は金融機関の自主性を尊重する仕組みに変更することを提言。地域金融機関は今夏から創意工夫を生かして計画を自主的につくるとともに、目標や進ちょく状況を中期経営計画などを通して公表することになった。

地銀決算ランキング前期――「本業」の優劣、時価総額に差。

	2007/06/05, , 日経金融新聞, 1ページ, , 359文字


　上場地銀のうち、今年四月に上場した八千代銀行除く八十八行の五月末時点の時価総額を前年同期と比べると、増えた銀行（同額を含む）と減った銀行はともに四十四行だった。貸し出しなど本業の収益を伸ばした銀行が評価された半面、不良債権処理の遅れた銀行などは減少が目立つ。
　京都銀行は二〇〇七年三月期の貸出残高が前年同期比七％伸び、実質業務純益も七・七％増。ＵＢＳ証券の田村晋一氏は「投資家はいかに本業で稼いでいるかを重視している」と指摘する。
　「市場は地銀の営業地域の成長性にも注目している」（大和総研の滝文雄氏）。十六銀行や愛知銀行は、足元の名古屋経済が好調だ。時価総額の減少率が最も大きかったのは九州親和ホールディングスで七一％。赤字になった豊和銀行（四九％減）やきらやかホールディングス（三〇％減）も市場の評価はさえない。

３　メガバンク
３．１　貨幣取引，資金調達
３．２　企業金融戦略
三菱ＵＦＪ銀、定期金利上げ、４日から適用。

	2007/06/02, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 209文字


　三菱東京ＵＦＪ銀行は一日、定期預金の一部の金利を引き上げると発表した。二年物、三年物、四年物、五年物の金利をそれぞれ〇・〇五％引き上げる。新しい金利は四日から適用する。市場金利が上昇していることに伴う措置。
　預入金額が三百万円未満のスーパー定期の場合、二年物、三年物、四年物の新しい金利は〇・四％、五年物は〇・六％になる。定期預金の金利引き上げは今年に入って二回目で、前回は日銀が追加利上げを決めた二月に引き上げた。

三菱東京ＵＦＪ銀、環境ＮＰＯなど事業化を後押し。

	2007/06/04, 日本経済新聞　朝刊, 3ページ, 　, 256文字


　三菱東京ＵＦＪ銀行は環境保護や教育問題などに取り組む非営利組織（ＮＰＯ）やベンチャー企業の支援に乗り出した。約六千万円をかけて、インターネットの交流サイトの立ち上げを援助した。質の高い団体に対しては、グループ内のシンクタンクがコンサルティングなどを手掛け、事業化を後押しする。
　サイトを作ったのは、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）の「ソーシャル・イノベーション・ジャパン」（東京・港、代表理事・谷本寛治一橋大教授）。ＮＰＯやベンチャー企業が会員登録すると、各地の団体との情報交換や、イベントの告知などができる。

３．３　個人金融戦略

３．４　政府金融
自治体と金融（下）三セクへ損失補償「待った」――後ろ盾失い地銀惑う。

	2007/06/08, , 日経金融新聞, 1ページ, 有, 1481文字


　半世紀以上続いてきた地方自治体と金融機関の契約慣行が、一地方裁判所の判決という「アリの一穴」により揺らぎ始めている。
　横浜地裁は昨年十一月、川崎市が第三セクターの債務について金融機関と結んだ損失補償契約を無効とする判断を下した。地方自治体が「債務保証」することは財政援助制限法で禁じられているが、「損失補償」については一九五四年の旧自治庁行政課長の回答を根拠に財政援助制限法の対象外とされてきた。
　「債務保証」は駄目だが、「損失補償」は認められる――。そんな解釈の有効性が判決を機に、問い直されることになったのだ。
引き金は引けず
　今年四月には鹿嶋市が銀行と結んだ損失補償契約の履行をめぐって、鹿嶋市民オンブズマン連合などが差し止めを求める住民訴訟を提起。さらに神奈川県内の複数のオンブズマンが、財団法人かながわ廃棄物処理事業団の債務に関する損失補償契約を九月にも監査請求すべく準備を進めている。
　「今秋に開かれるオンブズマンの全国大会までに問題案件を洗い出す作業が各地で進んでいる」（横浜地裁の裁判で原告側代理人を務めた大川隆司弁護士）。こうした動きに呼応するかのように、総務省の「債務調整等に関する調査研究会」も四月、第三セクターに対する自治体の損失補償に制限を設ける方向で一致。総務省は今後、損失補償制度を見直す動きを加速する見通しだ。
　総務省のまとめでは、債務残高のある全国の第三セクター千七百二十法人のうち、自治体の損失補償を受けているのは四百八十九法人。制度が実際に見直されれば、全体の三割弱に影響が及ぶ計算となる。第三セクターと同様に債務規模が大きい全国の住宅公社についても、半数が損失補償の対象となっている。
　ただ見直しの影響を最も大きく受けるはずの地域金融機関は、今のところ十分な対策を立てられずにいる。「大手行はすぐに融資を引き揚げられるが、自治体との関係が深い地銀が急に契約を見直すわけにはいかない」。関東地方のある地銀幹部はこう悩みを吐露する。損失補償の有効性が疑わしいからといって第三セクター向け融資を止めたりすれば、破綻の引き金を引きかねないという訳だ。
　「自治体が背後についていることを前提にこれまで融資してきた。急に見直しと言われても困る」（別の地銀関係者）。こんな意識も根強く、一部大手行が自治体との契約書面の見直しに動く中でも、大半の地域金融機関が模様眺めを続けているのが現状だ。
　だが、損失補償契約に象徴される自治体とのなれ合いがいつまでも続くとは限らない。金融庁なども地域金融機関の公的部門への過剰な関与を警戒し始めている。
規律付けの役割
　「地方公共団体等との取引に係るコストやリスクを適切に把握し、緊張感のある関係を維持することが必要である。それにより地域住民とともに、地方財政を規律付けしていく役割も期待される」――。今年四月の地域密着型金融に関する金融審議会の報告書に、こんな表現が盛り込まれた。金融庁幹部はその意図を「ずぶずぶの関係ではなく、収益を伴った関係を築いてもらうということ」と説明する。
　経済財政諮問会議が四日に公表した今年の「骨太方針」の素案にも、第三セクターの経営再生や地方版産業再生機構の創設といった表現が並んだ。損失補償問題に詳しい三井拓秀弁護士は「自治体も金融機関も現在は問題を先送りしているだけ」と指摘した上で、「放っておけば間違いなく混乱は深まる」と警告する。損失補償という「証文」を頼りに第三セクターなどに融資し続けてきた地域金融機関だが、その関係を洗い直す時期が迫っている。（中野貴司）

３．５　フィービジネス戦略（投資銀行業務もここ）
３．６　リスクマネジメント
個人向け投信販売残高、３大銀、２４％増加、３月末、７兆７０００億円で最高に。

	2007/05/01, 日本経済新聞　朝刊, 5ページ, 有, 691文字


　大手銀行による投資信託の販売が拡大している。三井住友銀行、三菱東京ＵＦＪ銀行、みずほ銀行の二〇〇七年三月期末の個人向け投信の販売残高は〇六年三月期末に比べ二四％増の七兆七千億円と過去最高となった。半期ごとの販売額でも〇六年度下期は過去最高。メガバンクをはじめとする銀行の投信窓販が「貯蓄から投資へ」の流れを後押ししている。
　三行の〇六年度下期の販売額は前年同期比七％増の一兆八千億円だった。半期ごとの販売額は〇六年度上期に比べて三―六割増えた。
　販売残高で首位は三井住友銀行。三月末の残高は三兆四千億円と初めて三兆円を突破し、〇六年三月末と比べて二割増えた。同行は一九九八年の銀行窓販の本格解禁に合わせ、証券会社で販売経験のある人材を大量採用。個人専用の相談窓口を設けたり、需要の高い商品を系列会社の枠を超えて取り扱うなどしてきたことが寄与した。
　世界の株式、債券や不動産投資信託（ＲＥＩＴ）などに分散投資するファンドや毎月分配型ファンドが人気を集めるなか、三菱東京ＵＦＪ銀行は二月から、野村アセットマネジメントの「ノムラ・グローバル・オールスターズ」の販売を開始。四月から国際投信投資顧問の「グローバル・ソブリン・オープン」を取り扱っている。
　みずほ銀行は〇六年六月に販売を開始した富士投信投資顧問の「世界八資産ファンド」の販売残高が二千億円に迫る人気という。資産運用相談員を二千人体制に拡充して相談営業を強化した。個人向けに特化した店舗を〇八年三月末までに百店出し、地盤の弱い関西地区でのシェア拡大をめざす。

３．７　ローコスト戦略
３．８　人材・組織戦略

３．９　チャネル戦略
３．１０　情報システム戦略
大手開発会社、受注にしのぎ―大手銀争奪戦、周辺システムに。

	2007/06/01, 日経金融新聞, 1ページ, 　, 543文字


　大手銀行をめぐっては投資信託、携帯電話バンキングなど周辺システムを巡る争いが激しくなっている。預金や融資を管理する基幹システムは、陣営のすみ分けがほぼ完了、システム開発各社はリテール（小口金融）分野で競っている。
　みずほ銀行が一月から始めた携帯電話を利用したバーコード決済。携帯電話のカメラを使って、振込用紙に印刷されたバーコード部分を読み込むと、銀行口座から代金の引き落としができる。銀行やコンビニエンスストアに出向かなくても決済が完了する。
　みずほの基幹システムは富士通製だが、バーコード決済のシステムはＮＴＴデータが開発した。体の一部を使って本人確認する生体認証システムでは、みずほは日立製作所の「指方式」を採用した。富士通は「手のひら方式」で旧東京三菱銀行に導入実績があったが、みずほは機能性や利便性から日立を選んだ。
　「銀行にとって基幹システムと周辺システムの開発会社は同じでなくてもよい。そこに商機がある」と、日本ＩＢＭ金融サービス事業部の岡田正雄部長は指摘する。投信や個人年金など取扱商品が増えるたびに、周辺システムへの需要も生まれる。
　利用者に受け入れられるサービスを展開するには、システム開発会社との連携が欠かせない。銀行は各社の実力を見極めようと目を凝らしている。

大手開発会社、受注にしのぎ――システム更新、地銀が主戦場、コスト抑制が焦点。

	2007/06/01, 日経金融新聞, 1ページ, 有, 1563文字


　ＮＴＴデータや日本ＩＢＭなど大手システム開発会社が銀行の囲い込みにしのぎを削っている。多くの地方銀行で預金や融資を管理する「勘定系」を中心とした基幹システムが入れ替え期を迎え、商機が訪れている。地銀は年間約五十億円といわれる管理・更新費用を削減するため、他行とのシステム共同化も進める。連携の展開次第で、システム会社の勢力図も大きく変わりそうだ。（安川壮一、藤川衛）
＝勘定系システムは２面「ミニ辞典」参照
　銀行は預金や融資の残高など、膨大な情報量を取り扱う。これらのデータ処理を担う勘定系システムが多くの地銀で老朽化しつつあり、二〇一〇年前後に相次いで刷新する見通しという。切り替えには三年程度の準備が必要なため、次期システムの選定に動き始めた。
管理費用５０億円
　システムを変えても、データを迅速に処理するには、技術の進歩に合わせて随時更新しなければならない。システム開発会社にはその都度、収入が転がり込む期待がある。管理や更新費用は地銀一行で年間平均五十億円程度にのぼるとされる。大手銀行は再編で数が減ったこともあり、地銀の獲得競争が激しさを増している。
　存在感を増しているのがＮＴＴデータだ。〇四年一月に複数の銀行の勘定システムを一カ所で受け持つ「地銀共同センター」の運営を始め、現在は京都銀行や千葉興業銀行など十一行が加入する。各行が単独で手がけるより、年間の管理・更新費を最大で五割程度圧縮できるという。秋田銀行も合流する見通しだ。
　二カ月に一度の会議で地銀の担当者らを交え、追加する機能などを決めるため、「地銀にとって過不足ないシステムを作れる」（西田公一執行役員）。
　日本ＩＢＭは三菱東京ＵＦＪ銀行や八十二銀行のシステムを改良し、他行に納めている。既存のシステムに増設システムをスムーズに接続できるのが売り物。業務の見直しに応じて、システムを速やかに再構築できると強調している。
　複数の地銀が更新の内容を共同で決める「地銀共同化システム」も組織した。各行が個別にＩＢＭに発注するよりも、コストの抑制につながる。
　日立製作所は第二地方銀行を中心に勢力を広げる。細かい機能よりもコストの抑制に重点を置く銀行のニーズを満たそうとしている。複数の銀行のシステムを共同運用する枠組みも設けている。
共同化も進む
　「日本はベンダー（システム開発会社）の数が限られており、勘定系システムは銀行間の違いも小さい。それなら一緒にやった方がいい」。全国地方銀行協会の瀬谷俊雄会長（東邦銀行頭取）は五月の記者会見で、システム共同化はさらに広がるとの見方を示した。
　システムが同じになれば、日常の事務作業など行員の働き方も似通ってくる。他行が開発した金融商品を一緒に販売する道も広がる。利用者にとっては、遠く離れた地銀の開発した優れた定期預金や住宅ローンなどに接する機会が増える可能性もある。
　ただシステム共同化には「銀行の内部が他行に筒抜けになる」（地銀関係者）との懸念もつきまとう。日本ユニシスは同業他社とはやや異なる運営で、金融機関を取り込もうとしている。
　同社のシステムはパソコンや市販のソフトウエアを組み合わせる「オープン系」と呼ばれる仕組み。新商品に合わせて後から機能を付け加えやすい。ハードウエアは同一機種だが、ソフトウエアは各行が戦略に合わせて自由に組み合わせる。「機密性を保ちながらコストを削減できる」（藤沢正幸常務執行役員）
　収益力の強化に向けて他府県に攻め込む地銀が増える半面、ＡＴＭの相互開放など連携も活発になっている。再編がさらに加速するとの見方も多い。システム各社は地銀同士の相性なども見極めながら、激しい争奪戦を続けている。

３．１１　アライアンス戦略
３．１２　総合戦略，地域拡張戦略（含統合）
３．１３　グローバル戦略
三井住友銀、貿易金融業務を拡充、４年後めど人員１．５倍に、ロンドンに専門部署。

	2007/06/01, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 374文字


　三井住友銀行は一日付で貿易金融業務を強化するために、ロンドンを拠点とした専門部署を新設する。指揮系統や取引方針を国際的に統一して、活発化する企業の貿易関連需要に応える。これに合わせ、貿易金融業務に携わる人員を四年後をメドに百八十人と現在の一・五倍に増員する。
　新設するのは「トレードファイナンス営業部」。国境を超えた貿易決済のリスク回避手段の提供、売掛債権の買い取りや融資業務などを手掛ける。為替取引や商品取引のリスク回避商品の開発も進め、急成長する新興国の貿易相手などとの取引拡大に対応する。
　専門部署を設置することで地域ごとに決まっている与信枠を機動的に振り替えられるようになる。これまでは東京、ロンドン、ニューヨークなどの各チームが地域単位で貿易金融を手掛けていた。
　同時に中東地域との貿易取引の拡大に合わせてドバイ支店にチームを新設する。

みずほコーポ銀、中国現法の営業開始、邦銀で初、日系向け業務拡充。

	2007/06/02, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 343文字


　【上海＝張勇祥】みずほコーポレート銀行は一日午前、中国で設立した現地法人の営業を始めた。現法設立は英ＨＳＢＣなどに続く動きで、邦銀では初めて。みずほコーポ銀は現法設立を機に新サービスなどの許認可が受けやすくなるとみており、主な顧客である日系企業向け業務を拡充したい考え。中国の個人向け人民元業務は当面見送る。
　中国現法の資本金は四十億元（約六百三十億円）で、従業員は約七百五十人。本店を上海に置き、北京、大連などを含めた五店舗で営業を始めた。近く天津にも支店を開設、今後数年間で十―十二拠点に増やす考え。
　みずほコーポ銀の佐藤康博副頭取は一日の開業式で「国際業務の強化を掲げる当行にとって、中国現法は重要な拠点」と強調した。邦銀では三菱東京ＵＦＪ銀行も中国現法設立の準備を進めている

邦銀対中戦略中国トップに聞く（上）瑞穂実業銀行（中国）董事長花井健氏。

	2007/06/04, 日経金融新聞, 1ページ, 有, 1402文字


　みずほコーポレート銀行の中国現地法人が一日、営業を始めた。人民元業務の許認可が容易になるといった利点を見込むと同時に、中国事業を重視する姿勢を強調する狙いもある。一方、三井住友銀行は当面は現法化を見送り、海外支店としての位置付けを保つ。両行の中国地区トップに事業の現状や見通しを聞く。初回は瑞穂実業銀行（中国）の花井健董事長。
　　現法の資本金は四十億元（約六百三十億円）、初年度の株主資本利益率（ＲＯＥ）は一三％を見込む。
　「三月末の総資産は四百億元ほどで、自己資本比率一〇％を目安にした。もっと資本を厚くすることも考えたが、積み過ぎてもＲＯＥが下がるだけだ。現法の規模が拡大するにつれ、必要な増資はしていく」
　「一三％というＲＯＥの目標は中国当局のガイドラインに沿ったものだ。現法化の前は二〇％に乗せていた。二、三年で一五％を目指す。中国は人民元業務では金利を規制しており、例えば一年物の貸出金利と預金金利の差は三・五％もある。奇手奇策を打ち出さなくても、目標を実現するのは難しくない」
内陸部に展開も
　　七月中をメドに天津支店を開設、六店舗体制にする。その後も数年間で十―十二拠点への拡充を見込む。
　「拠点網の拡充は中国の金融当局の意向もある。中国側は内陸や東北部への展開を期待しており、武漢にある駐在員事務所を昇格させることも選択肢の一つだ。このほかでは日系企業が多い青島、広州などが候補として挙がっている。ただ、採算がとれることが前提だ」
　　現法化で認められる個人向け人民元業務は見送っている。現在は元建ての貸し出しが預金を大幅に上回っており、元の調達先を多様化することが課題になる。
　「個人向けは様子をみる。現時点で預金、貸し出しとも過半が日系企業向けだ。中国の個人が当行に預金したいというニーズがあり、さらに他行との競争力があるのか。採算も考える必要がある。やらないと決めたわけではないが、すぐに始めることもない」
　「二〇一一年末までに貸出金を預金の七五％（現在は約一六〇％）に抑えるという規制をどう満たすのか、知恵をこらす必要がある。預金に限らず、その他の調達手法でも広義の預金と認めてもらえるよう要望していく。この課題は外銀のほぼすべてに当てはまる。政府もこの点は理解しており、落としどころは見つかると考えている」
　「現行のルールで組成できる運用商品を作り、地元の銀行に買ってもらうのは一つの手法だ。債券発行も選択肢。シンジケートローンの拡充も解決策になる。大切な融資枠を温存しつつ、手数料を積み上げることができるからだ。みずほコーポ銀が中信銀行に出資するなど、パートナーとなる地元銀行との関係強化を進めていく」
法人化で利点
　　現法化の最大のメリットは個人向け人民元業務の解禁。法人顧客にとっては債権、債務の移行が必要になるなど、メリットが分かりにくいとの意見もある。
　「法人向け人民元業務を例にとると、これまでは支店ごとに申請する必要があり、しかも直近の二期が黒字でなければならないなど様々な制約があった。〇六年に開いた無錫支店は外貨しか扱えず、人民元は旧上海支店で取引をお願いしていた。現法化を経て、今後はすみやかに人民元を取り扱えるようになると期待している。支店の開設準備がスムーズに進むことなども合わせ、当行の業務拡大は顧客にとってもメリットと考えている」（聞き手は上海＝張勇祥）

邦銀対中戦略中国トップに聞く（下）三井住友銀、常務執行役員正木浩三氏。

	2007/06/06, 日経金融新聞, 3ページ, 有, 1204文字


　――中国ではみずほコーポレート銀行が一日に現地法人としての営業を始めたほか、三菱東京ＵＦＪ銀行も準備を進めている。三井住友銀行は現時点では見送っている。
　「今は五支店、四駐在員事務所、二出張所で六百人弱の従業員を抱えている。新拠点で人民元業務の取り扱いがすぐにはできないなど、現地法人に比べ利便性が劣る部分があるのは否めない」
　「だが、中国は金融面の規制が国際慣行とは異なる。現法化を決断するには顧客にとっての利点やリスクを考慮する必要がある。一番の懸念は二〇一一年末に貸し金を預金の七五％に抑えるという規制だ。外銀の多くはこの数値が二〇〇―五〇〇％もある。このままでは預金を増やすか貸し金を減らすかを迫られる」
　「もちろん何らかの手立てや規制緩和はあるだろう。しかし人民元の預金を集める手法が限られるなか、万が一にも五年後に融資回収に走るようではお話しにならない。現法化の申請は規制の先行きを見通してからでも『差不多』（中国語で大した差はないの意）ではないか」
　「一つの企業グループ向けに銀行の資本金の二五％までしか貸し付けることができないなど、大口融資規制もネックになる」
　――金融当局の意向に沿うため、現法化を申請した方が様々な手続きが円滑に進むという観測もある。
　「中国事業の金融リスクや法令順守、人事、労務などをしっかり管理しなさい、というのが金融当局の意向だ。管理体制を整えるために昨年十二月に中国統括部を設け、中国銀行業監督管理委員会（銀監会）からも前向きの評価をもらっている。こうした整備を進めておけば、現法化を決断した時でも素早く動ける。現法化を目指している銀行の方が少ないのに、申請しないから差別されることはないだろう」
　――中国事業の規模、今後の計画は。
　「現在の擬制資本金は三十三億元。総資産は資本の十倍強ほどだ。資本はみずほコーポ銀や三菱東京ＵＦＪ銀に比べても少なくなく、中国事業に対するコミットメントは明らかだ」
　「他行が支店を置く北京には事務所しかなく、早急に支店に格上げしたいと考えている。深〓や青島にも拠点を設けたい。成都や西安、重慶など内陸部への展開も検討課題だ」
　――他行との違いをどうに打ち出すのか。
　「総資産は毎年一〇％、二〇％のペースで伸びてきたが、日系企業の新規進出は一段落した。今後は非日系を取り込んで成長を維持したい。台湾、香港、中国の拠点を横ぐしで統括する中国非日系営業部という部署を設けており、約六十人が在籍している。香港企業が上海で展開する開発案件に対するシンジケートローンのアレンジャーを獲得するなど、手応えを感じている」
　「人材の現地化も進める。現在、蘇州と天津にある出張所の所長は中国人が務めている。情報収集力や、地元での人間関係など、日本人だけではできないことも多い。三年ほど前に研修制度を改め、幹部候補生の育成を進めている」（上海＝張勇祥）

３．１４　財務戦略（決算は方針でイメージが大きく変わるので注意）
４．１　非銀行金融機関
米ウォルマート、金融事業に本格参入、米１０００店にサービス拠点。

	2007/06/21, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 有, 490文字


　【ニューヨーク＝杉本晶子】世界最大の小売業、米ウォルマート・ストアーズは二十日、二〇〇八年までに米国内店舗の四分の一にあたる一千店で総合的な金融サービスの提供を始めると発表した。小切手の現金化、送金などを手掛け、手数料を銀行などに比べ三―五割程度安くするという。
　同社はすでに金融サービスの窓口として一部の店舗で開設している「マネーセンター」を大幅に拡大。米国内で一週間に一億人が来店することを強みに、主力顧客である低所得者向けサービスを拡充する。
　米ゼネラル・エレクトリック（ＧＥ）の金融部門と提携しデビットカードを発行。「ウォルマート・マネーカード」と名付け、レジで買い物の支払いや現金引き出し・入金、給与の受け取りができる。自社店舗はもちろん、ビザカードが使える場所なら利用可能。
　米国では人口の一割にあたる約二千八百万人が銀行口座を持たず、クレジットカードを持てない人も多いとされる。こうした信用力の低い所得者層にもカードを即時発行し、中心顧客である低所得者層に銀行などと似たサービスを提供する。
【図・写真】米ウォルマートが展開する「マネーセンター」（フロリダ州）＝ＡＰ

４．２　外国金融機関
過熱するアムロ争奪戦――今後どうなる専門家の見方、マイク・エストリー氏。

	2007/05/31, , 日経金融新聞, 11ページ, , 643文字


　英ロイヤル・バンク・オブ・スコットランド（ＲＢＳ）など三行連合と英バークレイズがＡＢＮアムロに提示したそれぞれの買収提案について市場関係者はどう見ているのか。専門家二人に聞いた。
バークレイズ、一転「標的」にも
英証券ブルーインデックス調査部長　マイク・エストリー氏
　――三行連合とバークレイズのどちらが有利か。
　「三行連合の総額七百十一億ユーロという買収価格は、二〇一〇年末までに年間四十二億三千万ユーロものコスト削減効果が上がることを考えれば、決して高くない。七年前のナットウエスト買収でスコットランドの地銀から英大手銀に躍進したＲＢＳにとっては、今度は英国外での基盤を拡大できる賢い買い物となろう。バークレイズが価格を引き上げてくるかもしれないが、可能性は低い。個人的には七、八割方、三行連合の勝利が決まったとみている。買収合戦に負けたバークレイズは買収側から一転し、他行の買収の標的となるだろう」
　――三行連合にとっての不安材料は何か。
　「アムロの米銀子会社を巡るバンク・オブ・アメリカの訴訟問題だ。三行連合はバンカメに対してアムロが支払うと約束した違約金を含めて約十九億ユーロを用意したが、これでバンカメが訴訟を取り下げるかどうかはわからない」
　「バークレイズが降りた場合でも、新たに他行が対抗買収を仕掛け、買収価格の引き上げ競争が始まる恐れもある。例えばシティグループは三行連合に対抗する資金力を十分持っており、三行連合にとって脅威になる可能性がある」（ロンドン＝松岡由里子）

過熱するアムロ争奪戦――今後どうなる専門家の見方、アートゥロ・デ・フリアス氏。

	2007/05/31, , 日経金融新聞, 11ページ, , 538文字


３行連合案、株主の判断カギ
ドレスナー・クラインオート銀行アナリスト　アートゥロ・デ・フリアス氏
　――三行連合の提案内容をどう評価する。
　「提示額はバークレイズより約一三％高く、統合によるコスト削減効果は四十二億ユーロとバークレイズを約七億ユーロ上回る。財務面では三行案が有利だ。ただこれが通るにはＡＢＮアムロの株主が臨時株主総会でバンク・オブ・アメリカ（バンカメ）への米ラサール銀売却を否決する必要があるなど条件付きで、成功の可能性は不透明だ」
　――バークレイズが提示額を引き上げる可能性は。
　「バークレイズは先週、買収が成功した場合に削減できるコストが当初の試算（三十五億ユーロ）を上回る可能性があることを示唆しており、提示額を引き上げる余地はある」
　「一株当たり三八・四ユーロという三行側の提示額には、ラサール銀を巡るバンカメとの和解金に充てる資金として保留している一ユーロが含まれているため、アムロ株主に支払われる実質的な金額は三七・四ユーロ。もしバークレイズが提示額を一・五ユーロ引き上げて三十六ユーロとした場合、三行案との差はごくわずかになる。統合上のリスクが三行案より小さいことを勘案すると、アムロ株主がバークレイズ案を選ぶこともあり得る」（ロンドン＝矢島美吉子）

過熱するアムロ争奪戦――３行連合、１１兆６０００億円正式提示。

	2007/05/31, , 日経金融新聞, 11ページ, 有, 1016文字


コスト削減　年４２億ユーロ
米銀子会社売却　焦点に
　【ロンドン＝松岡由里子】英ロイヤル・バンク・オブ・スコットランド（ＲＢＳ）など欧州の三行連合が総額七百十一億ユーロ（約十一兆六千億円）にのぼるＡＢＮアムロ買収案を正式に提示し、過去最大規模の銀行買収合戦が一段と熱を帯びてきた。三行は二〇一〇年までに年間四十二億三千万ユーロのコスト削減を目指すなど統合メリットを強調、アムロ株主の支持獲得に全力を挙げる構えだ。
　三行連合が示した買収額は一株当たり三八・四ユーロで、四月下旬にアムロ経営陣との間で統合で合意したバークレイズ案に一三・七％のプレミアムを上乗せした水準。バークレイズ案は一〇〇％株式交換だが、三行は株主に支払う現金の比率を従来の七〇％から七九％に高めた。買収資金の残りはＲＢＳが新株の発行で賄う。
　三行連合が勝利した場合、アムロはＲＢＳの子会社となり、英金融サービス機構（ＦＳＡ）の規制下に入る。そのうえでアムロの事業を三行で分割。ＲＢＳが法人金融全体と北米、アジアの拠点を手中に収め、オランダ・ベルギーのフォルティスが資産運用と富裕層向け取引、オランダの個人金融を引き受ける。スペインのサンタンデール・セントラル・イスパノ銀行はオランダの消費者金融、伊銀アントンベネタと南米拠点を傘下に収める計画だ。
　三行案によると、統合費用は六十八億一千万ユーロにのぼるが、一〇年までに年四十二億三千万ユーロのコスト削減を進める。人員削減は最小限に抑える考えで、ＲＢＳのグッドウィン最高経営責任者（ＣＥＯ）は記者会見で「バークレイズの削減数を下回る」と強調した。
　アムロの米銀子会社をバンク・オブ・アメリカ（バンカメ）に売却するかどうかが今後の焦点のひとつになる。アムロは米子会社売却が成立しなければ、バンカメに二億ドルを支払うと約束していた。
　ＲＢＳのグッドウィンＣＥＯは「バンカメと話し合う意思がある」と発言している。三行連合は米銀子会社を傘下に収めることが最大の関心事ともいわれる。オランダの最高裁が同国の商業裁判所が下した米銀子会社の売却手続き停止命令を撤回したり、アムロの株主が臨時株主総会でバンカメへの子会社売却を支持した場合は「買収提案自体が成立しない」と述べた。オランダ最高裁とアムロの株主がこの問題をどう判断するかに関心が集まっている。

ＡＢＮアムロ買収案、３行連合、１１兆６０００億円、正式提示、バークレイズ上回る。

	2007/05/30, , 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, , 560文字


　【ロンドン＝吉田ありさ】英ロイヤル・バンク・オブ・スコットランド（ＲＢＳ）など欧州の三行連合は二十九日、オランダ大手銀ＡＢＮアムロに対する買収案を正式に提示した。総額は七百十一億ユーロ（約十一兆六千億円）で先にアムロ経営陣との間で合意した英バークレイズ銀による買収案（現在約六百三十億ユーロ）を大幅に上回る。ＲＢＳ連合はアムロの株主に直接訴える構えで、争奪戦が長期化する可能性もある。
　三行連合はＲＢＳのほか、スペインのサンタンデール・セントラル・イスパノ銀、オランダ・ベルギーのフォルティス。一株当たり三八・四ユーロで七九％を現金で払う。一〇〇％株式交換とするバークレイズ案よりアムロ株主には魅力的といえる。
　アムロは今年四月下旬、バークレイズと経営統合で合意。その直後に三行連合が対抗買収案を持ちかけ、買収額で過去最大級の銀行争奪戦に発展している。ＲＢＳ、バークレイズのうちアムロ買収に成功した方が、時価総額ベースで世界五位の巨大銀行に飛躍する。
　ＲＢＳのグッドウィン最高経営責任者は二十九日の記者会見で「買収提案はすべて株主に提示され、株主が選ぶべきだ」と述べた。
　バークレイズとの統合案はアムロの米銀子会社の売却を伴う内容となっているが、三行連合はこの売却をアムロの株主が承認しないことを買収の条件としている。

中小公庫がリポート、米銀の融資戦略、規模別に分析。

	2007/06/04, 日経金融新聞, 3ページ, 　, 330文字


　中小企業金融公庫は一日、米国銀行の中小企業向け融資戦略をまとめたリポートを発表した。米銀を大手行・中堅行・中小行と規模別に分類し、それぞれの融資戦略を分析。融資判断の際に、顧客との親密な関係を構築するリレーションシップバンキングの活用状況などについて詳細にまとめた。
　大手行の場合、取引先の財務データに応じて機械的に融資の可否を判断できるスコアリングと呼ばれる手法を活用。そのうえで多様な融資商品の提供によって中小企業の資金需要に応じているとした。一方、中小規模の銀行は営業職員の担当企業数を絞り、リレーションシップバンキングで融資を拡大する戦略をとっているとしている。
　中堅行では商品構成の多様化と取引先との密接な関係の構築の両方を推進しているとしている。

欧州大陸銀試される実力（下）再編・規制緩和で明暗――ＳＧ、拡大策見えず低迷。

	2007/06/05, 日経金融新聞, 9ページ, 有, 1452文字


　フランスとスペインの銀行で増収増益続きだった業績に変化の兆しが出てきた。二〇〇七年一―三月期決算はソシエテ・ジェネラル（ＳＧ）の純利益が減少。株式市場では銀行株の上げが一服し、先々の競争での優劣を見定めようとしている。国境を超えた大型再編、規制緩和という二つの環境変化にどう柔軟に対応するかが消長を分けそうだ。
　仏銀大手の一角、ＳＧの株価が低迷している。五月初めに一株一五八ユーロの高値を付けた後はほぼ一貫して下げ、最近は一四〇ユーロ半ばと一カ月で一割近く下げた。
　投資家の売りを誘っている理由のひとつは再編戦略のあいまいさにある。「欧州の金融勢力図はめまぐるしく変化している。ＳＧは重要な地位を占め続ける。目下、どこの銀行とも交渉はない」。五月半ばの株主総会でのブトン会長の発言は、欧州での銀行再編機運の盛り上がりに比べ、冷めた印象が強かった。
　ＳＧとイタリア銀最大手ウニクレディトとの統合がささやかれたのは四月下旬。だがＳＧが否定声明を出している間に、ウニクレディトは伊三位のカピタリアとの合併に合意、規模拡大にいち早くメドをつけた。
　株価の下げには業績の異変も影を落としている。一―三月期は純利益が前年同期比一・九％減の十四億三千百万ユーロ（約二千三百二十億円）と、仏大手三行では唯一の減益となった。二月末の世界同時株安などによる株式運用益の急減が主因だが、仏国内での融資の利ざや低下など、中核業務の頭打ち傾向もみてとれる。
　ＳＧと明暗を分ける格好なのが仏銀最大手のＢＮＰパリバ。一―三月期の純利益は二四・五％増の二十五億七百万ユーロ。昨年、傘下に収めたＢＮＬ（旧イタリア国立労働銀行）は支店網の再編などを進め、税引き前利益が五割増と膨らんだ。
　同行のプロ最高経営責任者（ＣＥＯ）は「次の合併に動く段階だ」と、買収などによる拡大路線を加速する考えを繰り返す。プロ氏本人は否定するが、株式市場では英バークレイズと、英ロイヤル・バンク・オブ・スコットランド（ＲＢＳ）などの三行連合が繰り広げているオランダ大手銀ＡＢＮアムロの争奪戦に、ＢＮＰパリバが参入する可能性も取りざたされている。
　拡大志向はスペインの大手二行ではもっと強烈。最大手のサンタンデール・セントラル・イスパノ銀行（ＳＣＨ）はアムロ買収を目指してＲＢＳなどと三行連合を組んだ。二位のビルバオ・ビスカヤ・アルヘンタリア銀行（ＢＢＶＡ）は二月に約一兆円を投じて買収した米南部のコンパスバンクシェアなどを核に、中南米での融資残高を今後三年で倍増させる計画。
　競争環境の均一化を目指す欧州の経済統合の深化も銀行の経営を大きく変えようとしている。欧州連合（ＥＵ）の欧州委員会は五月、フランス政府に対し、郵貯銀行やクレディ・ミューチュエル（相互金庫）などに限っている非課税預金（リブレＡとリブレ・ブルー）の取り扱いを「競争制限的だ」として九カ月以内にすべての金融機関に開放するよう勧告した。
　非課税預金は仏国内預金の過半を占める大型商品。クレディ・アグリコルなど店舗網の多い金融機関にとっては新たな商機となる一方、ＢＮＰパリバ、ＳＧなどの都市型銀行は預金が他に流出する恐れをはらむ。長期の景気拡大と無風の業界勢力図の下で共栄を享受してきたフランスとスペインの銀行だが、大型再編の波や業務の自由化が、本格的な競争時代を招き入れようとしている。

米地銀大手、減益相次ぐ、１―３月、サブプライム影響大きく――引当金８割増に。

	2007/06/04, , 日経金融新聞, 7ページ, 有, 1598文字


　【ニューヨーク＝蔭山道子】米地銀大手の業績にサブプライム（信用力の低い個人）向け住宅ローンの焦げ付き増加の影響が広がっている。一―三月期決算で各行は住宅ローン分野の損失処理に動き、主要十行合計の貸倒引当金は前年同期比八一％増の七億六千八百万ドルと急拡大。十行中七行が減益となった。住宅ローン子会社の売却、融資基準の厳格化などの戦略転換も相次いでいる。
　大手十行のうち九行が貸倒引当金を積み増した。引当金増加率のトップはナショナル・シティ（オハイオ州）で同約四倍に膨らんだ。住宅ローン事業への依存度が高いカントリーワイド（カリフォルニア州）では同二・四倍になるなど、十行中七行が同五〇％以上積み増した。十行合計の増加率は八一％と前期の同四三％から急拡大した。
　引当金の積み増しは米住宅市場の低迷が続いているため。サブプライムローンや、借り手の信用力はサブプライムよりも高いが借入時の所得証明書類不足などで回収リスクが高い「オルトＡ」ローンの延滞増加を反映した。カントリーワイドのアンジェロ・モジロ会長は「住宅ローン需要の減少や信用コストの増大は今後も続く」と住宅市場は当面、厳しい環境が続くとの見方を示す。
　住宅市場減速による環境の変化を受けて、住宅ローン事業を見直す動きも相次いでいる。ナショナル・シティとリージョンズ（アラバマ州）はサブプライム専門の住宅ローン子会社を、それぞれ昨年末と三月末に売却した。手数料収入は減るが、業績改善にはリスクの削減が必要だと判断した。
　カントリーワイドは貸し出し基準の厳格化に動いた。サブプライムローンの貸出額を減らして信用コストの抑制を目指す。サントラスト（ジョージア州）でもオルトＡローンの貸し出しを控えていく方針だ。
　各行ともサブプライムローン事業の不振が業績を圧迫しているが、借り手の信用力が高いプライムローン事業では引き続き高い収益性を見込んでいる。ナショナル・シティは一月、ＰＮＣファイナンシャル（ペンシルベニア州）は三月に顧客に富裕層を多く抱える地銀を買収した。カントリーワイドではプライム層向けのローン商品を拡充していく計画だ。
　大手十行の不良債権比率はいずれも一％未満と営業に悪影響が出る水準には達していない。前年同期からは上昇したが、依然、低水準を維持しているのは、プライムローンの貸し出し状況が健全さを保っているためだといえる。
【表】米地銀１－３月期決算　　　　
〓〓　　単位百万ドル。カッコ内は前年同期比増減率、％。▲はマイナス　　〓〓
銀行名　　本　社所在州　　純利益　　一株利益（ドル）　　貸　倒引当金
ＵＳバンコープ　　ミネソタ　　１，１３０（▲２．０）　　０．６３（０）　　１７７（５３．９）
サントラスト　　ジョージア　　５１３（▲３．３）　　１．４４（１．４）　　５６（６９．７）
リージョンズ　　アラバマ　　３３２（１３．０）　　０．４５（▲２９．７）　　４７（７０．３）
ナショナル・シティ　　オハイオ　　３１９（▲３０．５）　　０．５０（▲３２．４）　　１０７（２９６．３）
ＢＢ＆Ｔ　　ノースカロライナ　　４２１（▲２．３）　　０．７７（▲２．５）　　７１（５１．１）
カントリーワイド　　カリフォルニア　　４３３（▲３６．５）　　０．７２（▲３４．５）　　１５１（１４０．７）
ＰＮＣファイナンシャル　　ペンシルベニア　　４５９（２９．７）　　１．４６（２２．７）　　８（▲６３．６）
キーコープ　　オハイオ　　３５０（２１．１）　　０．８７（２４．３）　　４４（１２．８）
コメリカ　　ミシガン　　１９０（▲２．１）　　１．１９（０．８）　　２３（８５．２）
フィフス・サード　　オハイオ　　３５９（▲１．１）　　０．６５（０）　　８４（７．７）

中国金融機関、海外証券投資を拡大―証監会通知、証券会社も認める。

	2007/06/21, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 有, 453文字


　【上海＝張勇祥】中国は金融機関を通じた一段の海外証券投資の拡大に乗り出す。中国証券監督管理委員会（証監会）は二十日、これまでの銀行などに加え、投資信託会社や証券会社にも海外証券への投資を認める通達を発表した。施行日は七月五日。外貨準備など国内のマネーが膨らむなか、その一部を海外に誘導することで過熱する株式や不動産への投資意欲を冷ます狙いがある。
　中国は昨年、一定の基準を満たす金融機関に海外投資を認める「適格国内機関投資家（ＱＤＩＩ）」制度を創設。銀行など一部の金融機関に債券などの確定利回り商品への投資を認めていた。
　また、今年五月には投資対象を香港の株式にも広げていた。中国株式に過熱感がくすぶる中、相対的に割安な香港株に注目する個人投資家は少なくなく、大手銀行が設定する運用商品はすでに二十億元（三百二十億円）を上回る資金を集めているもようだ。
　通達では、条件として投信会社で二億元以上、証券会社で八億元以上の

オランダＩＮＧ、トルコ中堅銀を買収。

	2007/06/21, 日経金融新聞, 9ページ, 　, 379文字


　【イスタンブール＝シナン・タウシャン】オランダの大手金融機関ＩＮＧグループはトルコの中堅銀行オヤクバンクを買収することで同行と合意した。買収額は二十六億七千三百万ドル（約三千三百億円）。同行を足がかりに急成長する新興市場国のトルコで攻勢をかける。
　ＩＮＧはオヤクバンクの発行済み株式すべてを現金で買い取る計画で、年後半に手続きを終える見通しという。オヤクバンクは一九八四年の設立で従業員は約五千六百人。トルコ国内に三百六十の支店を張り巡らせ、リテール分野を中心に約三％の市場シェアを確保している。ＩＮＧはオヤクバンクを傘下に収め、インターネットバンキングの展開などサービス強化を後押しする。リテール網を活用した商品販売にも取り組み、五年程度かけて国内シェアの一段の拡大を目指す。
　トルコではこのところ米国や西欧の金融機関による地元銀行の買収が相次いでいる。
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